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キヤノンマーケティングジャパングループNOW
（2020年12月期）

キヤノンマーケティングジャパングループは、真のパートナーとして、お客さまの付加価値

創出を最優先し、激動する時代においてもレジリエンスのある高収益企業グループを

形成し、社会課題の解決に貢献してまいります。

売上高

5,451億円
（前期比12.2%減少）

新型コロナウイルス感染症拡大により
営業活動に制限を受け減収

6.6%
（前期比0.5ポイント減少）

資本効率

ROE

営業利益率

5.7%
（前期比0.5ポイント増加）

過去最高の営業利益率

特許保有件数

1,302件
※ 2020年12月末時点で、特許公報発行且つ維持している
特許の数（当社調べ）
　 セキュリティ関連技術、Webアプリケーション自動生成
技術、映像・画像処理関連技術など

知的財産活動を積極的に推進

お客さま先でのCO2削減貢献量

120,320t-CO2

気候変動への対応

再資源化率

99.99%

資源の有効利用

自己資本比率

68.2%
（前期比3.8ポイント増加）

強固な財務基盤

市場シェア 「̶収益強化」を支えるキヤノンブランド

レンズ交換式デジタルカメラ

13年連続No.1 8年連続No.1 7年連続No.1 29年連続No.1 12年連続No.1

オフィスMFP

配当性向

35.4%
（前期比0.4ポイント増加）
2015年より35%以上で安定的に推移

安定した株主還元

総実労働時間（キヤノンMJ 組合員平均）

1,697時間

働き方改革

女性管理職比率

3.5%
（前期比0.4ポイント増加）

ダイバーシティ

セキュリティ対策製品

8年連続 1位
※ 日経クロステック／日経コンピュータ
「顧客満足度調査 2020-2021」

セキュリティ製品顧客満足度調査※

•  製品の省エネ性能向上とカーボン・
オフセットの導入

•   ITソリューションによる効率化
•  使用済み製品・消耗品のリサイクル

再資源化率＝
再資源化量÷市場から回収し処理をした
製品の総量 

コンパクトデジタルカメラ レーザープリンターインクジェットプリンター 大判インクジェットプリンター

34%
No.1

16%
No.3

45%
No.1

30%
No.1

48%
No.1

40%
No.1

ITソリューション売上構成比率

37.3%
（2,031億円）
（前期比1.8ポイント増加）

グループ総力による
ITソリューションビジネスの拡大

2020年国内シェア（キヤノンMJ調べ）

（前期比44時間減少）

キヤノンMJグループについて
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エリア
(-45)

マーケティング

サービス&サポート

個人
大手、準大手・
中堅企業

中小企業 専門領域

セグメント別業績概況
「コンスーマ」「エンタープライズ」「エリア」「プロフェッショナル」の4分野で事業を展開し、

多くのお客さまの価値創造を支援しています。

お客さま

個人のお客さま向け
に、デジタルカメラや
インクジェットプリン
ターなどを提供。フォ
トライフの充実に貢
献します。

大手、準大手、中堅企
業向けに、業種ごとに
異なる経営課題解決
に寄与するキヤノン
の入出力機器やソ
リューションを提供
します。

全国の中小企業向け
に、経営課題解決に
寄与するキヤノンの
入 出 力 機 器 や ソ
リューションを提供
します。

各専門領域のお客さ
ま向けに、ソリュー
ションを提供します。

•  プロダクション
プリンティング

• 産業機器
• ヘルスケア

BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）

セグメント

グループ本社

売上   レンズ交換式デジタルカメラおよび
コンパクトデジタルカメラ

•  当期に発売したミラーレスカメラ「EOS R5」「EOS 
R6」「EOS Kiss M2」は好評を得たものの、外出自粛
などにより個人のお客さまの購入マインドは低く、
需要が低調に推移。また、カメラ販売店や家電量販
店などで一時的に臨時休業や営業時間の短縮が実
施されるなど販売機会が制限

売上   インクジェットプリンター
•  家庭用インクジェットプリンターが在宅勤務やオン
ライン学習が増加したことにより需要が大きく伸
び、当期発売の高付加価値製品を中心に好調に推
移。また、特大容量タンク「GIGA TANK」搭載製品も
引き続き需要が好調に推移

売上   インクカートリッジ
•  カラープリントや年賀状の減少などによる市場の
縮小

売上   ITプロダクト
•  在宅勤務需要の高まりに伴うPC周辺機器および
ゲーミングPCの販売が引き続き伸長

コンスーマ

売上   オフィスMFP

•  年初から市場が低調に推移していたことに加え、輪
番休業の実施に伴い営業活動が制限を受けたこと
による案件の減少

売上   レーザープリンター
•  オフィスMFP同様に営業活動の影響があったこと、
および前期に大型案件が複数あったことの反動

売上   保守サービス、レーザープリンター
カートリッジ

•  テレワークが継続したことなどにより、オフィスに
おけるプリントボリュームが減少

売上   大手企業向けITソリューション
•  第4四半期から受注状況は改善してきたものの、前
期にWindows 7サポート終了に伴うビジネスPCの
入れ替え需要や、SIサービスおよび基盤システムに
おいて大型案件があった反動減

•  営業活動の縮小などによる案件の減少や後ろ倒し
の発生

エンタープライズ

売上   オフィスMFPおよびレーザープリンター
•  前第4四半期から後ろ倒しになっていたオフィス

MFPの案件の獲得は進んだものの、年初から市場
が低調に推移していたことに加え、輪番休業の実施
に伴い営業活動が制限

売上   保守サービス、レーザープリンター
カートリッジ

•  テレワーク継続の影響を受け、プリントボリューム
が減少

売上   中小企業向けITソリューション
•  テレワーク環境構築ニーズが引き続き高く、IT支援
クラウドサービス「HOME」が順調に推移し、ウイル
ス対策ソフト「ESET」などのセキュリティプロダク
トが増加。また、IT機器などの保守や運用サービス
の受注件数が増加した一方、ビジネスPCは、テレ
ワークの需要はあったものの、前期にWindows 7
サポート終了に伴うビジネスPCの入れ替え需要が
大きく伸びていた反動減が影響

エリア

売上   プロダクションプリンティング
•  モノクロ連帳プリンターなどは伸びたものの、プリ
ントボリューム低下などに伴う消耗品販売が減少

•  POP制作関連のビジネスが減少

売上   産業機器
•  半導体製造関連装置は売上を伸ばしたものの、検
査計測装置などが減少

売上   ヘルスケア
•  調剤薬局向けで前期の大型案件の反動はあったも
のの、病院向けの電子カルテおよび医療IT基盤の構
築などに係る複数の大型案件を受注
※ なお、2020年1月に連結子会社であったキヤノンライフケアソリューションズ
（株）の株式をキヤノンメディカルシステムズ（株）に譲渡しています。キヤノンライ
フケアソリューションズ（株）の前期売上高は110億円、営業利益は1億円となって
おり、この影響を除くと増収しています。 

プロフェッショナル

コンスーマ エンタープライズ エリア プロフェッショナル

事業分野別売上高 事業分野別営業利益

2019

6,211 
連結売上高

連結売上高

連結営業利益 連結営業利益

2019

324 

2020

5,451 

2020

313 

（億円） （億円）

コンスーマ

その他※1 その他※1

コンスーマ

エンタープライズ エンタープライズ

エリア

プロフェッショナル

プロフェッショナル
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01,328 69

-5

1,249 

-175 -195 

122

-16 

1,958 
101

1,712 89 

2,683 

144

2,358 
99 

437

16 

307 

19
(-130)

(+3)
(-325)

(-246) (-11)

(-79)

(+19) (-11)

(+54)

（　）内は対2019年12月期比増減額
※1  その他はセグメント間内部売上高やシェアードサービス事業※2、セグメントに配分していないBPO事業などの売上を含みます。また、各セグメントに配分していない会社費用なども含まれています。
※2 シェアードサービスとは、同一グループ内の複数組織で実施されている共通業務を集中化して、サービス向上とコスト削減をはかる仕組みのことです。

2020年12月期セグメント別主要製品・サービスの売上高増減要因

キヤノンMJグループについて
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CONTENTS

編集方針

キヤノンMJグループの統合報告書は、さまざまなステークホルダーの皆さまがキヤノンMJグループの企業価値創造につ

いて理解するのに必要な情報の提供を目的としています。

統合報告書2020では、持続可能な社会の実現に向けたキヤノンMJグループの中長期的な価値創造能力をご紹介するた

め、長期経営構想(2021–2025)、中期経営計画（2021～2023）などを掲載するとともに、従来のCSR報告書等を統合報告書

に一本化し、ESGなどの非財務情報をより一層充実させています。また、財務面の詳細な情報はウェブサイト、有価証券報告

書などで、サステナビリティ活動関連の詳細な情報はウェブサイトでご覧いただけます。

参考としたガイドライン
国際統合報告評議会（IIRC）「国際統合報告フレームワーク」

経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」

対象期間
2020年度（2020年1月1日～2020年12月31日）

（一部に2019年度以前および2021年度以降に予定されている活動や情報も含んでいます。 ）

対象範囲
キヤノンマーケティングジャパン株式会社および国内外のグループ会社

（一部に親会社であるキヤノン（株）の内容を含んでいます。）

会社名の表記 

本報告書中、会社名を下記の略称で表記する場合があります。 

キヤノンマーケティングジャパングループ → キヤノンMJグループ 

キヤノンマーケティングジャパン株式会社 → キヤノンMJ

見通しに関する注意事項
　本統合報告書には、キヤノンMJグループの将来の業績、経営計画などの将来に関する見通しが記載されています。これらはすべて本報

告書の発行時点で有効な情報を考慮に入れた経営陣による仮定に基づいています。

　このため、日本および他の主要な海外市場における消費者動向、民間設備投資、主にドルに対する為替変動、原料価格、特定の国ないし

地域における政治的混乱などの要因が、実際の業績に影響を及ぼす可能性があります。

開示情報の種類と位置付け

財務情報

Webサイトに情報掲載

canon.jp/8060-ir
簡潔

詳細

Webサイトに情報掲載

canon.jp/8060-csr

非財務情報

統合報告書 2020

コーポレート・ガバナンス
報告書

情報
セキュリティ報告書有価証券報告書

1 キヤノンマーケティングジャパングループNOW

3 セグメント別業績概況キヤノンMJ
グループについて

7 キヤノングループ企業理念
8 キヤノンマーケティングジャパングループのサステナビリティ経営
9 社長メッセージ
15 沿革
17 価値創造プロセス
19 事業活動
21 企業価値を構成する各種資本
23 長期経営構想（2021-2025）
25 中期経営計画（2021-2023）

キヤノンMJグループの
価値創造

27 セグメント別事業戦略概況
29 コンスーマセグメント 

31 エンタープライズセグメント 

33 エリアセグメント 

35 プロフェッショナルセグメント

セグメント別
事業戦略

42 環境
44 社会
47 コーポレート・ガバナンス
55 取締役および監査役

サステナブルマネジメント
̶ESGの取り組み

57 10年間要約財務情報
59 連結財務諸表
67 ESGデータ
69 キヤノンマーケティングジャパングループ
70 会社情報

財務・ESGデータ・
会社情報

37 アナリストによるITソリューション事業の評価

第三者評価

キヤノンMJは、FTSE4Good Index Seriesに17年連続で組み入れられており、2017年度より4年連続でFTSE Blossom Japan Indexと

SNAMサステナビリティ・インデックスの構成銘柄に選定されています。また、2018年よりMSCI社が開発したESG総合型指数「MSCI

ジャパンESGセレクト・リーダーズ指数」の構成銘柄に選定されています。

Sompo Sustainability Index

2021

THE INCLUSION OF Canon Marketing Japan Inc. IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE 
MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF Canon Marketing 
Japan Inc. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES.
THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE 
TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.
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世界の繁栄と人類の幸福のために貢献していくこと

キヤノングループの企業DNA

「進取の気性」

過去の前例にとらわれず、新しい価値を追求し続ける

「共生」の理念のもと、すべての人類が末長く共に生き、

共に働き、幸せに暮らしていける社会の実現を、

全てのステークホルダーと追求していきます。

キヤノングループ企業理念 キヤノンマーケティングジャパングループのサステナビリティ経営

サステナビリティ
経営の推進

事業を通じた社会課題解決による
持続的な企業価値の向上

お客さま

株主・
投資家

NGO
NPO

サプライヤー

教育
研究機関

従業員

官公庁
自治体

地域・社会

キヤノングループの企業理念「共生」は、人・社会・自然が調和して人類すべてが

豊かに暮らしていける社会の実現を目指すもので、まさにSDGsが求めている社

会像に相通じるものです。そして、「共生」の実現は、現在の経営の言葉でいう、

サステナビリティ経営そのものであると思います。私たちは、サステナビリティ

経営の推進に向け、キヤノン製品事業とITソリューション事業を組み合わせるこ

とで解決できる領域を広げ、 「事業を通じた社会課題解決」に取り組んでまいり

ます。

キヤノンMJグループの価値創造
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代表取締役社長
足立 正親

社長メッセージ

キヤノンMJグループの価値創造

社長就任にあたり

このたび、代表取締役社長の大役を拝命しました。私は

入社以来、主に大手企業のお客さま向けの営業職として勤

めてきました。企業経営においては、「人」を大変重視して

います。当社には、「自発」「自治」「自覚」の頭文字を取った

「三自の精神」という行動指針があります。私はこの「三自

の精神」を、積極的にチャレンジし、責任をもって最後まで

やり抜く突破力を持つことだと捉えており、当社の人材に

必要な要素だと思っています。さらに、お客さまの課題解

決につながる高いレベルのサービス提供に不可欠な、高度

なスキルと深い知見も必要だと考えています。そうした人

材を育成することが、経営の重要な役割と考えています。

私自身が成長を実感したエピソードとして、課長時代に

行ったシステム提案があります。他社が市場を独占してい

たある分野において、お客さまの課題を的確に捉え、シス

テム化を行うというまったく新しいアプローチを行いまし

た。その結果、コストダウンや生産性向上のみならず、お客

さまの業務そのものを簡素化しました。このシステムによ

り市場を席巻し、非常に高いシェアを獲得することができ

ました。まさに、デジタル化により業務のトランスフォー

メーションを起こしたのです。三自の精神を具現化できた

ことは、その後につながる経験となりましたので、キヤノン

MJグループの全社員がこうした経験を積めるよう、活躍

の機会を増やしていきたいと思っています。

2020年12月期を振り返って

まず、新型コロナウイルス感染症拡大の影響について

です。

BtoCでは、カメラを購入するきっかけとなる旅行等の外

出自粛や、撮影機会となるイベントの中止等によりお客さ

まのデジタルカメラに対する購買意欲が低下し、売上が大

きく落ち込みました。一方で、在宅勤務や在宅学習が増え

たことにより、インクジェットプリンターやPCの周辺機器

の需要が急激に高まりました。

BtoBでは、営業活動に制限を受けたことから、オフィス

MFPやレーザープリンターの売上が減少しました。また、

外出自粛やテレワークの拡大によりオフィスでの印刷需

要が減少し、収益の柱であるオフィスMFPの保守サービ

スやレーザープリンターカートリッジが大きく減少しまし

た。これらは当社グループの売上高に占める割合が大きい

ITソリューションを通して、社会課題を解決し、
社会やお客さまになくてはならない存在となり、
持続的な企業価値向上を目指します。

代表取締役社長
足立 正親

Resolving Social Issues
with IT Solutions  
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こともあり、全社の売上へ大きく影響しました。

2020年12月期は減収減益となりましたが、高付加価値

な製品の販売を拡大させ荒利率を向上させたことや、徹

底した販管費の削減に継続して努めたことにより、営業利

益率は5.7%となり、2年連続で過去最高を記録しました。

収益性向上を推進してきた成果として、これは評価できる

と思います。

当社グループが成長ドライバーとして位置付けている

ITソリューションについては、順調に事業を拡大させてき

ており、売上高は2015年12月期比で約10%増加し、連結

売上高に占める構成比率は、2015年12月期の27%から

37%へと増加しています。また、データセンター事業の売

上高は、2015年12月期比で約5倍となりました。しかしな

がら、2019年12月期比においては、テレワークの拡大に

伴い ITプロダクトやセキュリティソフトなどは堅調に推移

したものの、Windows 7のサポート終了に伴う需要の反

動減、および新型コロナウイルス感染症の影響による大型

システム案件の後ろ倒しにより、ITソリューション全体の

売上高は8%減となりました。

長期経営構想・中期経営計画について

2016年から2020年までの長期経営構想フェーズⅢで

は、事業ポートフォリオを変革し、ITソリューション事業を

成長領域として位置付けました。キヤノン製品について

は、販売体制の効率化や高付加価値製品への注力などに

より収益性を高めてきました。また、販管費の削減に努め

ることで、筋肉質な体質への転換を進めました。この結

果、最終年度である2020年には過去最高の営業利益率を

記録することができました。

また、2018年12月期より、従来の商品基点の組織を、市

場・お客さま基点の組織に変更し、社員の意識改革および

グループ内資源の有効活用のための基盤を整備しました。

長期経営構想フェーズⅢのもと、ITソリューション事業

が成長し、キヤノン製品の収益力が向上し、強い体質に

なったことにより、今回の新長期経営構想・中期経営計画

で成長戦略を描くための基盤が整ったと評価しています。

サステナビリティ経営を推進し、
「共生」の理念の実現を目指す
人間と地球にとって包摂的、持続可能かつ強靭な未来

の構築に向けた協調的な取り組みであるSDGsに代表さ

れる持続可能性への取り組みは、企業にその存在意義を

問い直す機会を投げかけています。今回の長期経営構想

の策定作業は、キヤノングループの企業理念「共生」につい

ての議論から開始しました。「共生」は、事業活動を通じ

て、人・社会・自然が調和して、人類すべてが豊かに暮らし

ていける社会の実現を目指しています。この考え方は、ま

さにSDGsの目指すものと同じであり、サステナビリティ

経営そのものです。この機会に、当社グループとして、「共

生」をあらためて企業活動の根幹に据えてまいります。

社会や地球環境に配慮した取り組みを行い、社会やお

客さまになくてはならない存在となり、持続的な企業価値

向上を目指します。その実効性を高めるため、2021年2月に

「サステナビリティ推進委員会」を設置しました。キヤノン

製品事業とITソリューション事業を組み合わせることによ

り、社会課題に対して当社グループが解決できる領域を広

げ、社会にとってなくてはならない存在となるために、グ

ループ社員全員参加型でサステナビリティ経営を進めて

いきます。

SDGs、ESGへの取り組み
サステナビリティ経営のもと、SDGsやESGなどへの取

り組みを経営の重要課題として位置付けています。

ESGの「E」では、脱炭素社会の実現をテーマとしてサス

テナビリティ推進委員会の中で検討しています。具体的な

施策の一つとして、東京都の東京ゼロエミッションに協力

しています。また、データセンターにおいては効率的な運

用による電力使用効率（PUE）の向上および再生可能エネ

ルギー活用の検討に取り組んでいます。ソリューション面

では、需要予測・受給計画システムを活用した食品ロス削

減ソリューションを展開中です。

「S」への取り組みとしては、社員とのエンゲージメント

を高めていくとともに、ITソリューションを中心にしたス

キルの向上、多様性ある世代別リーダー候補の育成と登

用を行うなど人材の高度化にも注力していきます。

「G」については、コーポレートガバナンス・コードの改訂

にプロアクティブに対応すべく、取締役会の実効性向上や

経営の監督と執行の分離、事業ポートフォリオの見直しに

関して、取締役会で議論を進めています。

長期経営構想：2025年ビジョンおよび
事業ポートフォリオの転換について
長期経営構想の最終年度にあたる2025年のビジョン

は、「社会・お客さまの課題をICTと人の力で解決するプロ

フェッショナルな企業グループ」です。

なお、基本戦略はP23-24で概略を紹介しています。ここ

では事業ポートフォリオ転換におけるITソリューション事

業、キヤノン製品事業および新たな事業創出についてご説

明します。

当社グループは、ITソリューション事業を中核とした企

業グループへと事業ポートフォリオを転換し、持続的な成

長に向け、事業ポートフォリオの見直しおよび最適化を継

続的に進めていきます。

 ITソリューション事業の成長加速

ITソリューション事業を加速し、お客さまのデジタルト

ランスフォーメーション（以下DX）を支援することが、当社

の使命の一つであると考えています。DXで業務そのもの

を変えるということは、お客さまやその業界、業務内容に

ついて深く理解している必要があり、さらに、お客さまと

共創体制を構築できなければ、市場を席巻するようなソ

リューションは作れません。

DXはデジタイゼーションとデジタライゼーションの2種

類に分けられます。デジタイゼーションとは、業務プロセ

スそのものをデジタル化し、効率化、コストダウンにつな

げるもので、冒頭のエピソードもデジタイゼーションに近

いと思います。デジタライゼーションは、新しい市場を創

出していくことであり、そのためには、お客さまのお客さま

までも視野に入れる必要があり、共創が不可欠です。まさ

に、デジタライゼーションによるDXこそ、当社グループの

強みの一つである広範な顧客基盤が活かせる分野です。

大手企業から中堅・中小企業まで、当社グループは多くの

お客さまとの信頼関係を築いてきました。この基盤がある

からこそ可能になる共創、提供できる価値があると考えて

います。

お客さまがDXを進める際は、業務を深く理解したパー

トナーを選ぶことが非常に重要です。当社グループはその

要件を満たすことで、困ったときに「ここはキヤノンマーケ

ティングジャパングループに相談したい」と期待されるよ

うな会社でありたいと思います。そのために、ITソリュー

ションを中心に据え、お客さまとどう共創していくかを徹

底的に考えていきます。

社長メッセージ

キヤノンMJグループの価値創造

長期経営構想2025年経営指標

• 売上6,500億円

（うち、ITソリューション売上3,000億円）

• 営業利益500億円

• ROE8.0% 

中期経営計画※2023年計画

• 売上6,000億円

（うち、ITソリューション売上2,650億円）

• 営業利益400億円

• 営業利益率6.7%

• 親会社株主に帰属する当期純利益265億円

• ROE6.9%

長期経営構想、中期経営計画の経営指標・計画

※ 中期経営計画は、長期経営構想における基本戦略に基づき、2025年ビジョンおよび経営指標の実現に向けた実行計画として
推進します。P25-26で概略を紹介しています。
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社長メッセージ

キヤノンMJグループの価値創造

 ITソリューション事業の人材戦略

人材面では、大型案件の獲得に貢献できるプロジェクト

マネージャーや、ビッグデータを活用していくためにデー

タサイエンティストなどの高度なスキルを有する人材の

中途採用を拡大します。システムエンジニア（SE)について

は、システムパートナーとの業務提携による必要人員の確

保を図ります。同時に、社内での人材育成も強化していき

ます。AWS認定資格、Microsoft Azure 認定資格保有者

の増加への取り組みを推進しているほか、2021年に入り、

DXのベースとなるクラウドの提案力強化を主眼として、

データサイエンティスト、アジャイル、クラウドの研修を拡

大しました。お客さまの事業・業務のトランスフォーメー

ションを構想し、実現する役割を担う、「ビジネス共創スペ

シャリスト」を育成するための取り組みも開始しています。

 キヤノン製品事業の収益力向上

キヤノン製品は、当社グループにおける重要な収益源で

す。今後は、ITソリューション事業と連動するデバイスとし

ての戦略を強化し、高付加価値製品を提供することで、利

益確保を目指します。また、ITソリューションをきっかけに

新たにお取引が始まったお客さまに対しても、データ蓄

積・収集を行うデバイスとしてキヤノン製品をご提案して

まいります。さらに、SIerとしてのシステム構築の技術力

と、構築したシステムと連携するキヤノン製品を併せ持つ、

当社グループならではのシナジーを発揮し、競合に対する

差別化を図ります。これらと同時に徹底した効率化により

収益力のさらなる向上を図り、キヤノン製品を当社グルー

プの収益の源泉として育てていきます。

 新たな事業の創出

ITソリューション事業とキヤノン製品事業をベースに新

たな事業の創出に向け、領域の探索を行います。具体的に

は、社内DXによる働き方改革など、社内実践事例をお客

さまにご提供するサービスや、顧客層ごとに業務理解を

深めていく中で顕在化した「不」（お困りごと）を解決する

サービスなどです。既存の領域に囚われることなく、当社

グループの強みを発揮し、課題解決に貢献できる領域に

対して、新たな事業を確立することを目指します。グルー

プ外の企業との協業またはM&Aもそれを実現するための

手段の一つであると考えています。

中期経営計画における投資戦略について
2021年12月期から2023年12月期までの3年間で、

M&A、データセンター建設などの戦略的事業投資、システ

ム投資、人材投資において合計約1,000億円の事業成長

に向けた投資を積極的に行います。

M&Aについては、ITソリューション領域で当社グループ

が必要とする知見、ノウハウを有する企業のM&Aを想定し

ています。データセンターについては、5Gの普及やキャッ

シュレス決済の増加などでデータ量が膨大になり、それら

を安心・安全に保存するニーズが高まると見込まれますの

で、3号棟建設についても検討中です。

人材投資については、前述の通り、ITソリューション事

業におけるプロジェクトマネージャークラスの中途採用、

社員の専門性向上教育などを推進します。

投資判断に際しては、資本効率と収益性を重視します。

一方で、新型コロナウイルス感染症の収束の目処が立た

ないため、事業継続の観点から手元資金も一定程度確保

しておく必要があると考えています。

株主還元について
当社は、連結配当性向30%をベースに、中期的な利益見

通しと投資計画、キャッシュ･フローなどを総合的に勘案

し、配当を実施することを株主還元の基本方針としていま

す。2020年12月期の年間配当は前期と同額の1株当たり

60円とさせていただきました。配当性向は35.4%となり、

2015年12月期から、6期連続で35%を上回る水準を維持

しています。

今後について

2021年12月期の事業見通し
コンスーマは、2020年12月期に発売したミラーレスカ

メラの「EOS R5」「EOS R6」が引き続き好調に推移してお

り、昨年の減少幅が大きかったこともあり、カメラ全体とし

て台数は少し持ち直すものと見ています。インクジェット

プリンターは、2020年12月期と同様の需要の大幅な増加

は見込めないという前提で計画を立てています。

エンタープライズでは、2020年12月期に新型コロナウ

イルス感染症拡大による影響が最も大きかった、大手企

業のオフィスMFPのドキュメントボリュームの推移を特に

注視しています。2020年4-5月の緊急事態宣言発令時と

同等の状況に陥らない限り、大きな落ち込みにはならない

と見ています。

ITソリューションは、DX領域を中心にお客さまから新し

い案件のご相談もいただいており、目標達成に向けて邁進

しています。

ステークホルダーの皆さまへ
すべてのステークホルダーの皆さまから期待される会

社として、最初にお声をかけていただける企業グループに

していきたいと思います。そのためにITソリューションを

通して、社会課題の解決を行い、企業価値の向上を図って

いきます。長期経営構想、中期経営計画により、2025年お

よび2023年までの方向性と施策を打ち出しましたので、

あとはスピード感をもってそれらを実現していけるかどう

かが となります。社員の一人ひとりが、ビジョンの達成

に向け、強い意思をもって行動することが重要であり、そ

のような風土を形成していくのも私の役割であると認識

しています。

ステークホルダーの皆さまには、引き続きご支援を賜り

ますようお願い申し上げます。

キヤノン製品とITソリューションの連携によるトータルサポート

保守・運用サービス ビジネスプロセスアウトソーシング

機器・ITの包括保守運用サービスの提供

トータルセキュリティ

分析結果を可視化して、
活用・出力

紙文書や映像などの
デジタル化支援

入力
デバイス

ドキュメントソリューション

ITデバイス

映像ソリューション

他社ソフトウェア

西東京データ
センターを活用

データの蓄積

数理・需要予測
技術を活用した分析

お客さまとの共創により、
社会・お客さまの
課題解決に貢献

システム構築
サービス創出

開発（AI、ローコード開発）
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沿革
1968年、キヤノン製事務機器の販売会社として誕生したキヤノン

MJグループは、キヤノン製カメラと事務機器に加え、他社製パソコ

ンの販売、システムインテグレーションへと事業の幅を広げ、現在

では、ITの技術力と多彩な製品、きめ細かなサービスを組み合わせ

ることで、社会のさまざまな現場を支えるソリューションを提供し

ています。

5,451 
売上高

(億円)

313
営業利益

(億円)

5.7%
営業利益率

キヤノンMJグループの価値創造

1976年 アップルコンピュータ社設立 1994年 Yahoo!の登場 2010年 スマートフォン普及

1983年 ワープロ・パソコン急速に普及 1995年 「Windows 95」発売 2014年 IoT時代の到来

1989年 パソコン、1兆円産業に成長 1998年 Google登場

1975年 マイクロソフト社設立 1993年 インターネットの普及 2004年 Facebook登場

ITの変遷

1968
キヤノン事務機販売、
キヤノン事務機サービス
設立

1969
キヤノンカメラ販売
設立

1971
キヤノン事務機販売、キヤノン事務
機サービス、キヤノンカメラ販売を
統合し、キヤノン販売設立
ビリングプロセッサ「BP-1000」発
売、オフィスコンピューター分野
に進出

1981
東証二部上場

1985
日本アイ・ビー・エム社とワークス
テーション、パソコンの販売提携

1990
通産省のシステムインテグレー
ター認定企業となる
日本サン・マイクロシステムズ社
と販売提携

2003
住 友 金 属 システムソ
リューションズをグルー
プ会社化し、キヤノンシス
テムソリューションズに
社名変更、ITソリューショ
ン分野に本格参入

2006
キヤノンマーケティングジャパンに社名を変更

2008
キヤノンシステムソリュー
ションズとアルゴ21が合
併し、キヤノンITソリュー
ションズ設立

1983
東証一部上場
アップルコンピュータ社と販売提携

2007
アルゴ21をグループ会社化

2012
西東京データ
センターがサー
ビス開始

2020
西東京データ
センター2号棟
竣工

2018
会社創立50周年

ITソリューション事業の拡大

キヤノン製品のデジタル化カメラ・事務機器販売

他社製パソコン・サーバー等の販
売

システムインテグレーション事業

キヤノン販売グループ
長期経営構想フェーズI
（2006-2010）スタート
重点戦略として、キヤノン製
品事業の国内圧倒的No.1の
実現と次世代事業の確立を
目指しました。

キヤノンMJグループ
長期経営構想フェーズII
（2011-2015）スタート
重点戦略として、キヤノン製品
のシェア拡大、事業の多角化、
サービス事業会社化、グルー
プ経営革新を推進しました。

キヤノンMJグループ
長期経営構想フェーズIII
（2016-2020）スタート
「長期経営構想フェーズIII」ではグループミッショ
ン・ビジョンを掲げています。これは、キヤノンが強
みを持つイメージング技術とキヤノンMJグループ
が長年培ってきたIT技術を融合させることで、事業
領域を拡大させながら、お客さまと共に社会課題
の解決に貢献していくという考えです。

2020

キヤノンMJグループ
長期経営構想
（2021-2025)スタート
社会・お客さまの課題をICTと人
の力で解決するプロフェッショナ
ルな企業グループを目指してま
いります。

1968 1970 1980 1990 2000 2010 2020
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事業活動

価値創造プロセス キヤノンMJグループは、さまざまな社会の課題に対して、キヤノン製品事業とITソリューション事業を

組み合わせることで解決できる領域を広げ、「事業を通じた社会課題解決」に取り組んでまいります。

キヤノンMJグループの価値創造

社会・
お客さま
の課題

各資本についての説明は
P21に記載しています。

各事業セグメントの戦略については、
P27以降に記載しています。

キヤノンMJグループの強み
財務資本

製造資本

知的資本

社会関係資本

自然資本

インプット
企業価値を構成
する資本

インプット（資本への再投資）

アウトプット
価値創造領域

アウトカム
創出した価値

ITソリューション売上

2,031億円
（2025年目標 3,000億円）

当期純利益

220億円
（2023年目標 265億円)

ROE

6.6％
（2025年目標 8.0％）

お客さま先でのCO2削減貢献量

120,320t-CO2

個人
・  写真や映像でお客さまの暮らしを豊かに
・  映像表現のさらなる発展

業種・業務、オフィス
・  金融・製造・流通などさまざまな業界を支
えるシステムの提供　
・  お客さまとの共創による、DXの実現
・  中小企業のお客さまのIT環境のトータル
サポート
・  BPO(ビジネス・プロセス・アウトソーシン
グ）による業務の効率化、高品質化の実現
・  トータルオフィスソリューションの提供

専門領域
・  新世代のデジタル印刷でビジネスの可能
性を拡大

・  最先端の半導体業界を支える装置の輸
入・販売・サポート

・  病院・診療所・薬局・健診施設 等の業務
効率化ソリューションの提供

技術力 財務体質顧客基盤ブランド
・   大手から中小の法人の
お客さま

・ 個人のお客さま
・ 専門領域のお客さま
・  ビジネスパートナーの
お客さま

・ 4,000名のSE
・  全国のカスタマーエンジ
ニア体制

・ 強固で健全な財務基盤
・ 高い自己資本比率

・ 高品質なキヤノン製品
・  長年のビジネスを通じて
お客さまからの信頼
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人的資本

独自性のある
ソリューション

2025年に向けて
社会に提供する

価値

映像文化による豊かな暮らし

ホワイト物流

フードロス

働き方改革

生産性向上

安心・安全な社会

持続的な企業価値向上
のために、価値創造
領域をさらに拡大し、
より多くのお客さまと
つながり続ける

キヤノン製品事業

商社 SIer ITプロバイダー

ITソリューション事業

Edgeソリューション売上額

180億円
HOME,IT保守・運用契約件数

11万件
セキュリティソリューション売上額

280億円
ITO・BPO関連売上額

135億円

写真教室 EOS学園

30年間継続
（延べ20万名受講）

キヤノングループ企業理念－　　　

キヤノンMJグループ2025年ビジョン： 社会・お客さまの課題をICTと人の力で解決するプロフェッショナルな企業グループ
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事業活動

キヤノンMJグループの価値創造

私たちは、「顧客主語」を徹底し、お客さまの課題解決に貢献する私たちは、「顧客主語」を徹底し、お客さまの課題解決に貢献する

ことで、社会やお客さまになくてはならない存在となり、社会・ことで、社会やお客さまになくてはならない存在となり、社会・

経済の持続的な発展を目指します。経済の持続的な発展を目指します。

ブランド
長年のビジネスを通じて構築したお客さまからの信頼
キヤノンの営業部門を母体として誕生して以来、当社はキヤ

ノンが製造するカメラ、インクジェットプリンター、オフィス

複合機、レーザープリンター等のキヤノンブランド製品※を日

本国内で独占的に販売し、高いシェアを継続的に獲得してい

ます。また、保守サービスや各種サポートも行っています。
※半導体露光装置、液晶基板露光装置、医療機器を除く。

技術力
約4,000名のSE、全国のサービスエンジニア体制

高度な技術力を持った企業をM&Aし、先進の技術開発にも

取り組み、技術を蓄積してきました。深い業務・業種での見

識に基づいた高度な開発ノウハウを活かし、システム開発、

クラウドサービス、データセンターサービス等、さまざまな

ITソリューションを提供しています。

顧客基盤
大手から中小企業の幅広い顧客層

私たちは、50年以上にわたり、キヤノン製品の販売を通じて

多くのお客さまと強い信頼関係を築いてきました。ビジネス

の多様化に伴い、お客さまのニーズも多岐にわたっていま

す。この信頼と実績を活かし、大企業から中堅・中小企業ま

であらゆるお客さまのニーズに合った最適な製品やソ

リューションを提供しています。

財務体質
強固な財務基盤

自己資本比率は一貫して50%から60%台を維持しており、

持続的な成長を支える上で欠かせない強固で健全な財務基

盤を構築しています。このため、コロナウイルス感染症の拡

大などのような未曽有の危機に際しても、安定的に事業を

継続することが可能です。同時に資本効率も重視し、ROEの

向上にも努めています。

社会・お客さまの
課題

社会に提供する
価値

キヤノングループのDNA　進取の気性
社会・お客さまのニーズに合わせて事業を変え、挑戦を続ける風土

キヤノンMJグループの強み
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お客さまの
深い理解

商社

キヤノン製品事業 ITソリューション事業

キヤノン製品※の日本国内での独占販売権およびセキュリティ対

策製品ESETや半導体関連装置の国内総代理店など、お客さまの

ニーズに合わせた製品、ソリューションを調達する機能
※半導体露光装置・液晶基板露光装置・医療機器を除く 

SIer
業界・業種・業務に共通する課題やお客さま固有の課題を十分に

理解し、蓄積した過去のシステム開発のノウハウや独自技術を活

かし、最適なシステムを提供する機能

ITプロバイダー
お客さまのお困りごとを解決するために、サービスを提供する

とともに、導入から保守・運用までフルサポートを行う機能

※ サービス型事業モデルとは、付加価値が訴求でき、お客さまに継続して
サービス提供を行う事業モデルを指しています。
・  大手企業向け… 特定業界・業務向け自社開発クラウドサービス、

データセンター、BPO、ITOなど
・  中小企業向け… お客さまのIT環境をトータルでサポートするサービスなど

強みのある領域・業種・技術
などによるソリューションで、
サービス型事業モデル※を提
供し、価値貢献を行います。

全国193カ所のサービス
拠点やオンラインによる充
実したサポート体制で、製
品・サービス導入後もお客
さまを支援し、つながり続
けます。

豊富な知識と経験持つ人
材が、お客さまの業務・業
種を深く理解した上で、最
適なソリューションを提案
いたします。
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企業価値を構成する各種資本

キヤノンMJグループの価値創造

キヤノン製品事業およびITソリューション事業により創出した利益をもとに、M&Aを含めた

事業強化への投資、および価値の源泉である人材への投資を行ってまいります。

それにより、事業がさらに強くなり、より大きな利益を創出し、さらなる成長へ再投資すると

いう好循環を作り出し、持続的な企業価値の向上を実現します。（実績は、2020年12月期）

人的資本
キヤノンMJグループではあらゆるお客さまとの接点において、最適なソリューションを提案・提供するため
に、製品やITに関する豊富な知識と経験を持つ人材を採用し、また育成を図ってまいります。

ITソリューション事業の拡大にむけて
•  約4,000名のSEを始め、営業支援や導入支援を行う専
門性の高い技術者やカスタマーエンジニアを有してお
り、随時育成を実施しております。

•  高度な知見を有する外部人材を積極的に採用しており、
中途採用比率は12.4%(2019年比0.5%増)となります。

•  全グループ社員に向けて「ITスキル向上プログラム」を
実施しました。また、間接部門も含めてITパスポートの
取得の支援を行い、2021年4月までに3,791名が取得す
るなど、全社でのIT知識の向上を図っております。

多様な人材の活躍推進
•  所定時間内での効率的な働き方を推進し、従業員が仕
事と育児・介護の両立できる環境づくりを行った結果、
146名（男性 26名）の社員が育児休暇を取得し、復職率
は95,6%(男性100%)となりました。また、女性の活躍も
推進しており、チーフ職の女性の割合が10.4%（2019年
1.0%増）となっております。

•  キヤノンマーケティングジャパンおよびキヤノンITソ
リューションズでは、プラチナくるみんに認定されました。
（2021年6月現在）

社会関係資本
キヤノン製品の販売・サービスを通じて長年培ってきた顧客基盤や、さまざまなパートナー企業との強固な
関係、また海外企業の製品の国内独占販売権の取得等により継続的な価値を創造してまいります。

顧客基盤の拡大
•  多くのお客さまに選ばれる企業を目指し、よりよい製品
を提供し続けてきた結果、レンズ交換式デジタルカメ
ラ、インクジェットプリンター、レーザービームプリン
ター等において、国内シェアNo.1を獲得いたしました。

•  全国に広がるサービス拠点およびパートナー連携を活
かし、お客さまと継続的につながっています。各地のビ
ジネスパートナーともにお客さまのDX支援を行うこと
で、お客さまにとってのITパートナーとしての関係を構
築しております。
幅広いお客さまに安心・安全で付加価値の高いITサービ
スを提供
•  中小企業のお客さまに安心・安全にITサービスを活用し
ていただけるHOME、IT保守・運用件数の実績が11万件
となりました。

商社機能によりお客さまへのさまざまな製品・サービス
の提供
•  キヤノン製品事業においては、お客さまの声を「感性」と
「知恵」を盛り込んだ付加価値の高い情報にして、キヤノ
ン（株）へのフィードバックを行っております。

•  半導体業界を支えるために海外企業の製品から優れた
装置をいち早く見つけ、独占販売権を取得するなど、国
内総代理店としての実績を向上させてまいりました。

•  海外製品を輸入、販売するだけではなく、日本市場のお
客さまの声を伝え、ローカライズの対応をする等、顧客
満足度の向上に寄与してまいりました。その結果、セ
キュリティ対策製品では、顧客満足度調査1位を8年連
続獲得しております。

知的資本
業界トップクラスの特許取得となっており、研究・開発活動により創出した解決手法やそれを支える技術を
特許により保護しております。これにより、他社と差別化を図った優れたソリューションをお客さまに提供
いたします。

先見性のある独自ソリューションを創出する研究・開発力
•  近年注目されているローコード開発分野において、研
究・開発を行い、2005年から「WebPerformer」という
製品を提供しております。この製品に搭載されている
「Javaアプリケーションの自動生成技術」（特許第
4988226号）が令和2年度関東地方発明表彰において
「発明奨励賞」を受賞いたしました。

知的財産権に関する活動
•  研究・開発により生み出された知的資本を当社の重要な財
産として認識し、特許権などの知的財産権の取得を積極的
に行っております。2020年の発行件数は、公開特許公報152

件、特許公報146件となっております。また、当社グループの
強みとなる、セキュリティ関連技術、Webアプリケーション
自動生成技術、映像・画像関連技術、数理技術で、当社グ
ループが保有している特許の約3割を占めております。

製造資本
高品質な製品・サービスを提供するための品質マネジメントや高い運用能力を認められたインフラ環境が
価値を創造する土台となっております。

品質マネジメントの運用
•  キヤノンシステムアンドサポート（株）、キヤノンITソ
リューションズ（株）、キヤノンプロダクションプリンティ
ングシステムズ（株）においては、製品やサービスの品質
保証を通じて、顧客満足向上と品質マネジメントシステ
ムの継続的な改善を実現する国際規格であるISO9001

を取得し、維持しております。

高品質なファシリティと価値を高めるサービス提供
•  西東京データセンター2号棟を竣工し、「ティア4レベル
の高性能ファシリティ」、「世界基準の運営品質を証明す
るM&O認証取得」、等が評価されており、また日本の金
融情報システムセンター（FISC）のガイドラインに準拠
しています。高い安全性を確保するための障害訓練など
の実施を行い、重障害件数0件を継続しております。

財務資本
強固な財務基盤の構築とともに、機動的な投資を可能にする資金余力で、成長と還元を図ってまいります。

より強固な財務基盤の確立 
•  減収減益となりましたが、高付加価値な製品の販売を
拡大させ、荒利率を向上させたことや、徹底した販管費
の削減に努めたことで、営業利益率は5.7%と2年連続
で過去最高を記録しました。また、それに合わせて、自
己資本比率は、68.2%（2019年比3.8%増）となり、2021

年からはじまる新しい中期経営計画で投資を行う礎を
築きました。

安定した株主還元 
•  連結配当性向30%をベースに、中期的な利益見通しと
投資計画、キャッシュ・フローなどを総合的に勘案し、配
当を実施することを基本方針としております。2020年
においても、配当性向35.4%と2015年以降35%以上で
安定的に配当を行っております。

自然資本
脱炭素社会に貢献するため、環境負荷を低減させる製品・サービスの提供と資源・エネルギーの有効活用
を行ってまいります。

脱炭素社会の実現のための活動
•  自社のエネルギー消費量の削減に取り組み、温室効果
ガス排出原単位を2019年比で4.0%を削減しました。

•  西東京データセンターにおいて、東京都へのクレジット
寄付および準トップレベル事業所認定を取得し、環境
貢献に努めております。

•  販売した複合機において、6,355tのオフセット（無効化）
を実施いたしました。
資源循環型社会の実現のための活動
•  オフィス機器、インク・トナーカートリッジ等の使用済み
の製品の回収・リサイクルを促進し、市場から回収し処
理をした製品の総量は、12,015tとなり、そのうち99.9%

を再資源化しました。
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キヤノンMJグループの価値創造

～2025年とその先を見据えて～

長期経営構想（2021－2025）
キヤノンMJグループは、持続的な企業価値の向上に向けた経営の指針とすべく長期経営

構想（2021-2025）を策定しました。企業理念である「共生」と2025年ビジョンの実現を

目指し、基本戦略を着実に遂行することで、高収益企業グループへと成長させていきます。

持続的な成長に向けた事業ポートフォリオの継続的な見直し・最適化

キヤノンMJグループは、ITソリューション事業を中核とした企業へ事業ポートフォリオを転換し、持続的な

成長に向け、事業ポートフォリオの見直しおよび最適化を継続的に行っていきます。

企業価値向上に向けた成長への投資

キヤノンMJグループは、事業投資、人材投資、システム投資を積極的に実施し、社会課題の解決にいち早く

ソリューションを提供することで、価値創出能力の高い高収益企業グループの実現を目指します。

2025年ビジョン

社会・お客さまの課題をICTと人の力で解決するプロフェッショナルな企業グループ

基本戦略

1. 事業を通じた社会課題解決による、持続的な企業価値の向上

2. 高収益企業グループの実現

 IT ソリューション事業を成長の中核とした事業変革

 顧客基盤を活かした顧客層別営業体制の強化

 キヤノン製品事業の付加価値向上とさらなる高収益化

3. 経営資本強化による、好循環の創出

 人材の高度化・エンゲージメント向上による事業成長の加速

 戦略的事業投資による事業成長の加速

2025年経営指標

営業利益 500億円

売上 6,500億円

　うち、ITソリューション売上 3,000億円

ROE 8.0%

長期経営構想（2021-2025）のビジョン・基本戦略・経営指標

ITソリューション事業
•  ITソリューション事業を成長の中核とし、サービス型事業
モデルを拡充していく

•  ドキュメントソリューションもITソリューション事業の一
つであり、ITソリューション事業の成長がキヤノン製品事
業の成長にもつながる

キヤノン製品事業
•  ITソリューション事業と連動するデバイスとしての戦略を
強化する

•  徹底した効率化により利益を創出する

専門領域・新たな事業
•  産業機器事業の拡大を推進する
•  柱となる新たな事業の創出に向けて領域の探索を行う

成
長
性

収益性

専門領域・専門領域・
新たな事業新たな事業

「選択と集中」の継続的実行

事業投資(M&A含む)

人材投資（獲得）人材投資（育成）

システム投資

事業を通じた社会課題解決による、持続的な企業価値の向上

キヤノン製品
事業

IT
ソリューション
事業

人材

高収益企業グループの実現

キヤノン
製品事業

ITソリューション
事業

ブランド 技術力

顧客基盤 財務体質

企業理念

共生
「世界の繁栄と人類の幸福のために貢献すること、そのために企業の成長と発展を果たすこと」
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キヤノンMJグループの価値創造

長期経営構想（2021-2025）のもと、中期経営計画（2021-2023）では、成長の中核となる

ITソリューション事業において、サービス型事業モデル※1による価値貢献を推進するなど

の取り組みを通じて収益拡大を目指します。
※1 サービス型事業モデル： 付加価値が訴求でき、お客さまに継続してサービス提供を行う事業モデルを当社では、「サービス型事業モデル」と表現しています。

実績 中期経営計画
2020年 2021年（予想） 2023年（計画）

売上 5,451億円 5,670億円 6,000億円
営業利益 313億円 340億円 400億円
営業利益率 5.7% 6.0% 6.7%

親会社株主に帰属する当期純利益 220億円 235億円 265億円
ROE 6.6% 6.7% 6.9%

事業成長に向けた投資戦略

資本効率と収益性を意識した事業投資を実行し、そこから創出した利益を成長事業へ再投資するサイクルを回していき

ます。

株主還元

手元資金

成長への
投資

3カ年で
約1,000
億円

事業投資
• 注力領域への投資
• データセンターなどの建設
• 出資、M&A

システム投資
• 基幹システムの刷新
•  社内DXによる既存事業の生産
性向上

人材投資
• リーダーとなる人材の育成・登用
• 従業員の専門性向上

利益の創出・成長事業への再投資

2,094

709

372

1,013

2020 2021

2,265

2023

2,650

2025

3,000

サ
ー
ビ
ス
型
事
業
モ
デ
ル
に
よ
る
価
値
貢
献

SIサービス

ITプロダクト・
システム販売

中期経営計画

保守・運用サービス・
アウトソーシング

CAGR
+10.8%827

1,150

407 500

1,031 1,000

25%

（単位：億円）

顧客層別ITソリューション事業  展開の方向性

ITソリューション事業の展開において、大手企業、準大手・中堅企業、中小企業ではニーズが異なるため、顧客層ごとにそ

れぞれのニーズに適したビジネスを展開していきます。そして、サービス型事業モデルを創出・強化し、持続的な収益の

拡大に取り組みます。

大手企業

準大手・
中堅企業

中小企業

エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

サ
ー
ビ
ス
型
事
業
モ
デ
ル
に
よ
る
価
値
貢
献

エ
リ
ア

顧客との共創によるDXビジネス推進
幅広いお客さまと深い業務理解・市場理解をベースと
した、共創による社会課題解決

顧客とつながり続けることによるフルサポート
全国に広がるサービス拠点およびパートナー連携を活
かした、お客さまとの継続的なつながり

顧客を深く知ることによるDXビジネス推進
強みのある領域・業種・技術に焦点を当てたEdgeソリュー
ション※2

※2  Edgeソリューション：当社にお
いて強みのある領域・業種およ
び技術にフォーカスしたソ
リューションについて、当社では
「Edgeソリューション」と表現
をしています。

高
品
質
D
C
を
活
用
し
た

付
加
価
値
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

サ
イ
バ
ー
・
物
理
的
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

両
面
か
ら
の
対
策
支
援

中期経営計画（2021-2023） 目標

ITソリューション事業　売上目標（商品・ソリューション別）

ITソリューション事業の売上目標は、2023年が2,650億円、2025年は3,000億円です。

サービス型事業モデルの拡充により、保守・運用サービス・アウトソーシング領域を強化し、収益性の高い ITソリューショ

ン事業を確立します。

中期経営計画（2021-2023）

セキュリティ売上額
2020年 2023年
280億円 380億円

ITO・BPO関連売上額
2020年 2023年
135億円 210億円

HOME、IT保守・運用契約件数
2020年 2023年
約11万件 約16万件

Edgeソリューション売上額
2020年 2023年
180億円 330億円

営業
キャッシュ・
フロー

手元資金

25 26

キ
ヤ
ノ
ン
M
J
グ
ル
ー
プ
に
つ
い
て

セ
グ
メ
ン
ト
別
事
業
戦
略

キ
ヤ
ノ
ン
M
J
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

E
S
G
の
取
り
組
み

財
務
・
E
S
G
デ
ー
タ
・
会
社
情
報

Canon Marketing Japan Inc.   I   統合報告書 2020 Canon Marketing Japan Inc.   I   統合報告書 2020



セグメント別事業戦略概況

セグメント別事業戦略

事業セグメント 中期経営計画 セグメント別売上高／営業利益

コンスーマ売上高

エンタープライズ売上高

エリア売上高

プロフェッショナル売上高

コンスーマ営業利益

エンタープライズ営業利益

エリア営業利益

プロフェッショナル営業利益

コンスーマ
キヤノンの祖業であるカメラをはじめ、インク

ジェットプリンター、ITプロダクト製品を個人の

お客さまに販売しています。製品・サービスを通

してお客さまの生活を便利で豊かなものにして

まいります。

エンタープライズ
大手、準大手・中堅企業のお客さまを対象に、キ

ヤノン製品やITソリューションを提供していま

す。お客さまと共に価値創造を実現し、業種ごと

に異なる課題を解決してまいります。

エリア
全国の中小企業のお客さまを対象に、キヤノン

製品やITソリューションを提供しています。ビジ

ネスパートナー、直販組織、システムパートナー

の販売チャネルを活用し、中小企業のお客さま

のDXを支援してまいります。

プロフェッショナル
プロダクションプリンティング、産業機器、ヘル

スケアの各専門領域のお客さま向けに、それぞ

れの製品、サービス、ソリューションなどを提供

しています。各専門領域に特化した製品・ソ

リューションの販売拡大を目指してまいります。

※ 2021年より、これまで「エリア」セグメントにおいて中堅・準大手顧客向けに直販を行っていた組織の一部を、「エンタープライズ」セグメントへ移管しています。これに伴い、各セグメント間で2020年実績の
組替を行っています。そのため、P3の数字とは一部異なります。

(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

2021
（予想）

2021
（予想）

2021
（予想）

2021
（予想）

2021
（予想）

2021
（予想）

2021
（予想）

2021
（予想）

2023
（計画）

2023
（計画）

2023
（計画）

2023
（計画）

2023
（計画）

2023
（計画）

2023
（計画）

2023
（計画）

1,281 

1,927

2,285

347

100

119

117

24

1,175

2,220

2,380

425

100

150

145

40

2020年12月期セグメント別売上高
(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

(単位：億円)

1,247 

1,846 

2,237 

307
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セグメント別事業戦略

コンスーマセグメント

現状認識

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業環境が

大きく変化しています。

デジタルカメラについては、外出自粛などで市場が大

幅に縮小した前年と比較すると需要が復調すると見てい

ますが、外出自粛等の継続により大幅な市場拡大は見込

めないと考えています。

一方、より感動的な写真を撮りたいニーズから高価

格帯のフルサイズセンサーカテゴリーの構成比が拡大し

ており、昨年発売した「フルサイズミラーレスカメラ

EOS R5/R6」は、機能と撮影体験において非常に高い評

価をいただきました。今後もお客さまに高い価値を体験

いただける商品を提供していきます。

また、カメラ市場が成熟している中で新しい写真や映

像の楽しみ方も提案します。「アソビカメラ iNSPiC REC」、

「撮れる、望遠鏡 PowerShot ZOOM」のような新しい撮

影体験ができる商品を提供し、新規の需要を増やしてま

いります。

インクジェットプリンターについては、年賀状の減少、

家庭での写真印刷の減少により、本体・消耗品共に市場

漸減傾向でしたが、在宅勤務とオンライン学習の広がり

により新しい需要が創出されました。新しい需要に最適

なプリンターを提案・提供し、特に伸びている大容量タ

ンク搭載モデルの販売を拡大します。

機会

•  在宅勤務のさらなる普及、教育現場でのオンライン学

習の拡大

•  外出自粛緩和による撮影機会の増加

•  SNS、Eコマース拡大によるお客さまとのコミュニケー

ションの増加

リスク

•  新型コロナウイルス感染症再拡大によるカメラ市場の

縮小

強み

•  カメラ、プリンターの圧倒的なシェアによるお客さまと

のつながりと、量販店の店頭からEコマース、自社ショー

ルーム・サービスセンター（フォトハウス）といった多様

なお客さま接点

•  キヤノン製品以外の個人のお客さま向け商品を全国で

展開できる、物流・販売チャネル・マーケティング力

•  市場環境の変化に迅速に対応できる、コンパクトで柔

軟な組織

中長期的に目指す姿と事業戦略

コンスーマビジネスユニットのミッションは、キヤノンの

祖業であるカメラをはじめ、製品やサービスを通して、お

客さまの生活を便利で豊かなものにすることです。

カメラやプリンターの既存事業をより筋肉質な体質へ

転換しながら、将来を見据えて新たな商品・サービスの創

出に取り組んでまいります。

具体的には、昨年「ichikara Lab（イチカララボ）」を立

ち上げ、新たな顧客層へのリーチを目指した新規商品・

上席執行役員

コンスーマビジネスユニット

ビジネスユニット長

三上 公一

サービスの開発に取り組み、若年層マーケティングの強化

を図る活動を進めています。

2021年は、引き続きフルサイズミラーレスカメラの

「EOS Rシリーズ」や大容量タンク搭載のインクジェットプ

リンター等の高付加価値商品の販売を継続するととも

に、デジタル・リアルでのお客さまとの接点を強化し、キヤ

ノンファンの拡大を図ります。そのための新しい写真のコ

ミュニケーション拠点をオープンし、お客さまとの強固で

継続的なつながりの構築と、体験の場の提供による付加

価値の向上を目指します。

また、オンライン会議用のWEBカメラやeスポーツ向け

のゲーミングPCなど、トレンドに合わせたキヤノン製品以

外の個人のお客さま向け商品や新規サービスを拡充し、

売上の拡大を図ります。

さらに、お客さまの生活様式が変化したことにより、商

品・サービスの購入形態も多様化しています。量販店やカ

メラ専門店といった販売チャネルに加えて、Eコマースを

強化し、他企業とのアライアンスにも積極的に取り組むこ

とで販売領域を拡大し、2021年12月期の計画の達成を

図ってまいります。

新規事業・サービスの創出

お客さまとの新たなコミュニケーション拠点

ichikara Lab
　2020年5月、コンシューマー市場における若年層向けマーケティン

グと商品・サービス開発の強化を目的とした企業内起業「ichikara 

Lab（イチカララボ）」を設立しました。7名の専任社員と公募で集まっ

た若手社員で構成された組織横断型のチームです。

　若年層マーケティングでは、若者と恒常的に様々なテーマについて

話し合いながら、トレンドや価値観、購買行動、ライフスタイル等の裏

側にあるインサイトを探求し、若者達に求められる商品やサービスを

ともに考える「ワカモノスタディ」という活動を開始しています。

　商品・サービス開発面では、初の企画商品「 iNSP iC  PV-123 

HELLO KITTY」を11月に発売しました。

　2021年4月、お客さまと写真を通じて直接対話する、共創型のコ

ミュニケーション拠点、「キヤノンフォトハウス銀座」「キヤノンフォトハ

ウス大阪」をオープンしました。

　「フォトハウス」では、最新のカメラなどの撮影体験だけでなく、編

集、印刷までのワークフロー体験やコンサルティングを行うスペースを

設置し、お客さまの表現したいイメージの具現化をサポートします。

　また、著名な写真家の写真集蔵書など優れた写真作品の鑑賞を通

じて、お客さまの想像力をさらに広げるコーナーも用意します。

　さらに、セミナーやイベントのオンライン配信を通じ、全国のお客さ

まとのコミュニケーションも行っていきます。

写真上：キヤノンフォトハウス銀座　写真下：キヤノンフォトハウス大阪

写真上：ichikara Labメンバー　写真下：ichikara Lab居室

カメラやプリンターの既存事業をより筋肉質な

体質へ転換しながら、将来を見据えて新たな商

品・サービスの創出に取り組んでいきます。
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エンタープライズセグメント

エンタープライズビジネスユニットのミッションは、お客さまと共に価値創造を実現し、

それを提供することにより『真のパートナー』となることです。市場・業界から私たちの課

題解決能力やソリューション提供力の価値を認められ、お客さまから大いに期待される

組織を目指していきます。また、お客さまの業務を深く理解することで、差別化したサー

ビス型のソリューションをMA事業部・GBソリューション事業部の顧客基盤と営業力を活

用して提供し、ITソリューション事業を中心に大幅拡大を図っていきます。

顧客との共創によるDXビジネスを進めていきます。

社会全体のデジタル化・オンライン化の高まりにより

顧客企業のIT投資の増加が見込まれ、DX領域のビジネ

スがますます拡大していくと考えています。

MA事業部のお客さまである大手企業を中心に、デジ

タル化・オンライン化を前提とした新しい働き方を模索

する動きが加速しています。お客さまの業務課題を高度

な視点で分析し、キヤノン製品を含めたITソリューショ

ンやビジネスプロセスアウトソーシングの提案に注力し

ていきます。

また、今後、収益基盤の柱となるITソリューション事

業においては、強みである技術領域の画像・映像・ドキュ

メントイメージング技術などを活用して、核となるソ

リューションを創り上げます。顧客や業界を熟知し、お客

さまのさまざまな部門へアプローチして戦略を立案・実

行できる営業力と、技術力・開発力を持ったキヤノンITソ

リューションズグループとのシナジーを発揮し、ITソ

リューション事業の大幅な拡大と収益力の強化を目指

します。

顧客を深く知ることによるDXビジネスを推進して

いきます。

準大手・中堅企業を対象とした直販体制を強化する

ため、2021年1月に組織再編を行いました。

私たちのお客さまは、働き方改革の対応等が一段落し

た2023年以降、オフィスにおけるDXのニーズが本格化し

てくると予測されます。キヤノンITソリューションズとのシ

ナジーにより総合的な提案力とサポート力を駆使して、

付加価値のあるソリューションでお客さまの課題解決お

よび成長に向けた支援をしていきたいと思います。

また、キヤノン製品とITソリューションを組み合わせ

た提案から保守までトータルで提供を行うことにより、

キヤノン製品のシェアの拡大とITソリューション事業の

売上拡大を目指します。準大手・中堅企業向けの、投資

規模に合わせたソリューションを創出し、サービスモデ

ルを立ち上げてまいります。成長・拡大の過程でさまざ

まなチャレンジを行い、キヤノンMJの新しい営業スタイ

ルを構築し、グループ全体の成長トリガーになりたいと

考えています。

MA事業部 GBソリューション事業部

セグメント別事業戦略

上席執行役員

エンタープライズビジネスユニット

MA事業部長 

松本 裕之

執行役員

エンタープライズビジネスユニット

GBソリューション事業部長

石渡 幸治

キヤノンITソリューションズ（株）

キヤノンMJグループにおける位置付け

現状認識
新型コロナウイルス感染症の影響により、投資判
断が先送りされる傾向にあった2020年と比較する
と、足元の企業のIT投資は、製造業などで回復が見ら
れます。感染症の収束見通しが立たない中において
も、お客さまは事業拡大のためのIT投資を必要とし
ています。私たちはお客さまの意向を汲む努力を重
ね、新しい価値を提供する機会を着実に拡大してい
くことが肝要であると考えています。
機会
•  企業におけるデジタルトランスフォーメーション
（DX）推進のモメンタムや、ITによる労働力不足の
補完ニーズの高まり

•  SDGsの取り組みにおけるIT活用機会の増加。例え
ば、食品ロス削減の実現を支える需要予測や物流
最適化など高度な数理技術

•  クラウド化やEコマースの伸長により増加する膨大
なデータを安全に格納・運用するハイレベルな

データセンター需要増やデータドリブン社会に向
けたデータの利活用ニーズの高まり
リスク
•  新しい技術領域への迅速な適応力の維持
•  新しい経営トレンドやビジネストレンドに適応する
事業と人財のポートフォリオの継続的な見直し
強み
•  過去のシステム開発経験を活かしたお客さまの課
題解決力

•  数理技術、自然言語処理など、ビジネスに結実する
研究開発力

•  システム開発やインフラ構築から運用に至るまで、
お客さまのITライフサイクル全体の品質を高める
プロジェクト監理力

•  西東京データセンターに代表される高品質なITイ
ンフラと高度な運用力

中長期的に目指す姿と事業戦略
私たちは、「先進ICTと元気な社員で未来を拓く“共

想共創カンパニー”」を長期ビジョンに掲げていま
す。より技術を磨き、より社員を元気にして社会やお
客さまの未来を拓いていきたい、お客さまと共に考
え、共にビジネスを作り出す会社であり続けたい、そ
ういう想いを込めています。
その具現化に向け、業界・業種・業務に共通する課
題を解決するためのICTサービスや、お客さまと共に
考え、共にビジネスを作り上げるコンサルティング領
域を伸ばします。また、お客さまに継続的な価値を提
供するための事業のサービス化も重要な経営テーマ
です。
経営管理面では、KPIとPDCAによる進捗確認を重

視しており、経営幹部間で常に状況を共有しながら
それぞれの事業戦略を実践しています。

2021年1月に組織機構を大幅に変更し、今まで以
上にお客さまに寄り添う体制を強化しました。2021

年12月期は、新しい体制のもと、投資活動を再開・拡
大しつつあるお客さま、特に製造業の需要をしっか
り取り込むことが戦略遂行の重要ポイントと考えて
います。製造業向けでは、組み込みソフトウエア開発
や、CAD・PLM・ミックスドリアリティ（MR）などのエ
ンジニアリングソリューション商材、生産管理や需
要予測のノウハウを幅広く有しています。これらを
総合的に活用し、再び成長トレンドに回帰してまい
ります。

キヤノンITソリューションズ（株）

代表取締役社長

金澤 明

ズ（株）

社長

澤 明

キヤノンITソリューションズは、お客さまのビジネスの進化を支援するITパートナーです。“お客さまに寄り

添う心”、“先進技術への挑戦魂”、“最後までやりきる胆力”の3つを企業DNAとして、お客さまの発展のために

歩み、お客さまと共に社会課題の解決に貢献してま

いります。そして、キヤノンMJグループが長期経営構

想で描く、2025年のITソリューション事業売上高

3,000億円の達成に向けた牽引役として、その役割

を担ってまいります。
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現状認識
経営環境が大きく変わるなか、中小企業においても変

化に対応し企業価値を高めていくためのDXはこれから確

実に進んでいくものと考えます。中小企業は全国で300万

社以上あり、全体としてのIT投資のポテンシャルは高く、

現在でもセキュリティなどの分野では積極的な投資が続

いています。一方で、多くの企業が「社内にITの専門家が

いないため何に投資すべきかわからない、誰に相談すれ

ばよいのかがわからない」という状況にあり、今まさに対

応すべき課題と対策を共に考える「寄り添う存在」が求め

られています。

我々には全国にチャネルと共に築いてきた「寄り添え

る」お客さまがいます。課題を共有し、共にITによる解決

策を考え提供することにより、お客さまにとってのITパー

トナーとして継続的な関係を構築していくことができま

す。わたしたちの課題は、保守までを含めたITソリュー

ションのトータルサポートを推進していくための仕組み

づくりです。チャネルと共にお客さまにワンストップで対

応できる仕組みづくりに重点的に取り組んでいます。

機会

• 中小企業のIT投資は今後も増加の見込み

• IT管理者（専任者）が不在で経営者は相談役を求めて

いる

リスク

• コロナの影響などによる顧客の投資プライオリティの

変動

強み

• 地域に根差し地場の有力な企業を顧客に持つビジネ

スパートナーチャネル

• 基幹システム等との連携ビジネスを展開するシステム

パートナーチャネル

• 市場シェアの高いキヤノン主要製品群とセキュリティ

商品およびこれらを活用したトータル提案力

• キヤノンシステムアンドサポートの直販による成功事

例の活用などチャネルにおける相乗効果

中長期的に目指す姿と事業戦略
ドキュメントソリューションを中心に築いてきた全国の

中小企業のお客さまに、プリンティング領域と共に新た

な価値提供として保守サービスを含めたITソリューショ

ンを展開し、お客さまのDXへの道のりを支援するトータ

ルサポートを目指していきます。また、それによって蓄積

されるノウハウを新たなお客さまの創造に活用していく

ことで、地域・お客さまにおけるビジネスシェアを高め、IT

ソリューション事業を柱とした事業ポートフォリオの転

換を進めていきます。そのために、お客さまをしっかりと

理解し、共にお客さまのビジネスの進化や経営課題につ

いて考え、お客さまの経営目標達成に必要な提案を行う

ことで継続的にビジネスを獲得していけるようなビジネ

ススタイルを確立していきます。我々はそのビジネススタ

イルを支えるチャネルの体制づくり、人づくりの支援を中

長期的に進めていきます。お客さまとつながり続けるため

の、対面・非対面のハイブリッドによるお客さま接点の拡

大、ドキュメントとITを融合した新たな価値提供につなが

るソリューションの創出、実践のための人材育成プランな

どをチャネルの個社ごとに組み立てて進めていくことが、

中小企業のDXにおけるビジネスシェアの拡大につながる

と確信しています。

セグメント別事業戦略

エリアセグメント キヤノンシステムアンドサポート（株）

キヤノンシステムアンドサポート（株）

代表取締役社長

平賀 剛

上席執行役員

エリアビジネスユニット

ビジネスユニット長 

魚谷 康幸

ビジネスパートナー、システムパートナー、直販か

らなる多様なチャネルを最大限に活かして、日本

の中小企業のDXを支援していきます。

キヤノンMJグループにおける位置付け
キヤノンシステムアンドサポートは、キヤ

ノンMJグループにおける日本の中小企

業に対する直販チャネルとして、ITソ

リューションとキヤノン製品の販売、サー

ビス、保守サービスを提供しています。

現状認識

新型コロナウイルス感染症拡大をきっかけとし

た働き方の変化により、中小企業においてもITを活

用した生産性向上に対する重要性の認識が高まっ

てきています。しかし、ITインフラ整備から、セキュ

リティ対策、業務効率を高めるテレワーク、クラウ

ドの活用等を進めていくにあたり、これらの選定・

導入・運用・保守を中小企業が独力で行うことは困

難であることが多いという現実もあります。

キヤノンシステムアンドサポートは、中小企業の

お客さまのITの選定から導入、運用、保守までの

トータルサービスを提供することで、中小企業のIT

による進化を支援しています。

機会

•  コロナ禍により、IT投資に対する中小企業経営者

の意識にポジティブな変化が起きている

•  中小企業のIT環境整備、これを維持していくこと

に対する支援のニーズが存在する

強み

•  全国に拠点があるため、地域社会を支えている全

国の中小企業のITによる進化をサポートできる

•  直販組織の強みを生かした、ベストプラクティス

の共有、お客さまへの迅速な展開が可能である

中長期的に目指す姿と事業戦略

IT活用の重要性を強く認識する企業が増える一

方、「何を入れたらいいかわからない、」「導入しても

活用できるか心配だ」「トラブルがあっても自分た

ちで対応できない」多くの方がこのようなことで

困っていらっしゃいます。また、ITにまつわる様々な

機器、アプリケーションはそれを導入して終わりで

はなく、むしろそこがスタートです。

不具合を修正するアップデートや機能の追加、故

障の際はどこに原因があるかを確認し、対応する必

要があります。これらを行うためには専門の知識を

持ったスタッフが必要です。大企業は別として多く

のお客さまは専任者を雇用することは難しく兼任

で行うにしても知識が必要です。

キヤノンシステムアンドサポートが目指す姿は、ま

ず、変化のスピードが速いITの市場において、お客さ

まに適切なソリューションをご紹介し活用していた

だけるよう、キヤノンシステムアンドサポートも進化

し続けていることです。そして、ITの選定から導入、

運用、保守を一貫してキヤノンシステムアンドサ

ポートにお任せいただき、お客さまの貴重なリソー

スは本業に集中していただきたいと考えています。

並行して経営課題解決のお手伝いも行い、こうし

た活動の積み重ねにより経営者から信頼していた

だき、経営上の課題があれば最初にキヤノンシステ

ムアンドサポートにご相談いただけるような関係

性を築きたいと考えています。

（株）

社長

賀 剛
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セグメント別事業戦略

プロフェッショナルセグメント

プロダクションプリンティング

キヤノンプロダクションプリンティングシステムズは、

フォーム印刷業向けのプリントシステムでお客さまの良

きパートナーとして多岐にわたるニーズにお応えしてい

ます。また、小売り業向けのPOPシステムや製造業向けの

大判図面出力システムでも、業界のプロフェッショナル

な要望にお応えしています。

また、キヤノンプロダクションプリンティング（旧オセ）

製プリントシステムと当社独自のソフトウエア技術を融

合させて、キヤノングループの総合力でお客さまの課題

解決を実現し、お客さまのビジネスに高い付加価値を提

供していきます。

 中長期的に目指す姿　

プロダクションプリンティングのスペシャリストとして

フォーム印刷業界のみならず商業印刷、産業印刷分野の

お客さまの変革を支援していきます。ソリューション提案

により顧客課題の解決に貢献してくことをミッションに

掲げ、POPシステム、大判図面プリンター、ドキュメント

サービスの事業においても新規顧客を獲得し業界シェア

NO.1を目指します。

これまでのプリンターの保守サービスに依存した事業

構造をこの3～5年で転換させ、お客さまのお困りごとに

対して解決策を提案する“ソリューション会社”へ新しく生

まれ変わることを2025年の目指す姿とし、既存事業と新

規事業のハイブリッドで新たなストックビジネスを創出し

安定した利益を出せる会社を目指しています。そのために

経営資源である「ヒト」、「モノ」、「カネ」をソリューションビ

ジネスへ集中していきます。また、今後は、お客さまをより

広く、深く理解して潜在課題を引き出し、「ソリューション

提案」を行う営業スタイルに変革していきます。

 市場動向と強み　

新型コロナウイルス感染症の影響により、クライアント

からの印刷が減少し、チラシ、パンフレット、カタログなどの

商業印刷、産業印刷のプリントボリュームが大幅に減少し

ています。一方で、データプリントサービスにおいては、自

治体からの納付書や通知物などの業務量は安定しており、

プリントボリュームの減少は押さえられている状況です。

また、ドキュメントサービス事業においても新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、在宅勤務の増加で企業

のペーパーレス化、プリントボリュームの減少が進んでい

ますが、その中でも新規サイトの獲得やコンテンツ制作

の拡充を展開していきます。

流通・小売業向けは、高齢化、人手不足などさまざまな

要因から徐々にデジタル化が進んでおり、POPシステムの

新しいソリューションを提供することで、流通・小売業の

デジタルトランスフォーメーションに貢献していきます。

産業機器

産業機器は、主に半導体メーカー向けに半導体製造

関連装置、検査計測装置を販売しています。また、コン

ポーネントや光学計測機器等を自動車・半導体・液晶業

界へ販売し、保守サービスを行っています。

独自の新規ビジネス開拓部門と商社機能を保有してい

るキヤノンマーケティングジャパンが、お客さまの課題・

要望に応える装置を海外から輸入販売、サポートするこ

とで日本のものづくりの生産性向上に貢献しています。

 中長期的に目指す姿　

•  自社製品の販売を強化し、輸出も実現する

•  新規ビジネスの立ち上げや新規商品のさらなる開拓を

行うとともに、メンテナンスフリーサービス(保守契約)

についても検討を進める

 市場動向

PC、ゲーム機に加え、昨年後半よりスマートフォン、自

動車関係の回復が見えてきており、データセンター向け

や各電子機器の出荷増によりメモリーも堅調。車載半導

体不足により今後、車載（特にパワー半導体）の投資が高

まると予測しています。

引き続き「顧客と製品の多様性の強化」を図り、市場環

境変化に順応できる体質強化を進め、併せてサービスの

売上成長戦略を実践していきます。

また、コンポーネントのOEMビジネスや計測機器商品

群の強化により非半導体市場向けビジネスも強化してま

いります。

 強み

•  独自性の追求ー自部門内に商品開拓の専門部隊を保

有し、市場ニーズに基づき世界の優れた商品を発掘し、

技術と共に提供

•  経験豊富なサポートー高度な技術を必要とする国内外

の多種多様な取扱商品に対応できるフィールドサポー

トが可能

•  豊富な商品群ープロセス改善を含むトータルソリュー

ションの提供

ヘルスケア

キヤノンITSメディカルは、医療・ヘルスケア業界を対

象市場として、キヤノンMJにおける医療ITソリューショ

ン事業を牽引しています。

お客さまの価値創出に貢献できる医療ITソリューショ

ンやサービスを幅広く取り揃え、システムの提案・開発か

ら導入・運用・保守を「One Stop」で提供しています。

 中長期的に目指す姿

地域医療や地域包括ケアでは、患者起点での医療・介

護の多職種間での情報共有がますます重要視され、遠隔

画像診断やオンライン診療など医療クラウドを活用した

システムやサービスの拡大が見込まれています。

このような市場背景のなか、キヤノンITSメディカル

は、これまでの電子カルテを中心とした医療ITの導入だ

けでなく、さらに高度化・多様化する医療クラウド基盤の

有効活用にも積極的に対応することで、すべての人に健

康を届ける社会実現に貢献していきます。

 市場動向

日本は超高齢社会に突入し、医療・介護費の増大や医

療従事者不足が課題となっています。

これら社会保障費抑制のための「在宅医療へのシフ

ト」や「重複診療の削減等」を進めていくにあたり、地域

医療を担う医療機関同士での医療情報連携の必要性が

高まっています。

また、医療従事者不足では、働き方改革が提唱され、IT

化による病院内の各種業務効率化や勤務環境改善が積

極的に進められています。

キヤノンITSメディカルは、医療情報連携の基盤となる

電子カルテを中心としたITソリューションの導入で、医

療・介護のデジタルトランスフォーメーション（DX）に貢

献します。

 強み

•  病院・診療所・薬局・健診施設等、医療関連施設に業務

効率化のためのITを導入した実績と、その導入ノウハウ

をベースにしたシステムコンサルテーション力（提案力）

•  3省2ガイドラインに準拠した高度なセキュリティ対応

の医療クラウドサービス（Medical Image Place）を保

有し、医療ITシステムのクラウドシフト潮流に乗り、新

たな事業を開拓

•  事業継続計画（BCP）の一環として、サポートセンターを

東京と大阪の2拠点で運営し、万が一大災害による障が

いが発生した場合にも、継続的に対応できる体制を構築

•  電子カルテへの移行推進により、医療施設等における

CO2削減への取り組みに貢献（紙およびデータ保管ス

ペースの削減）

キヤノンプロダクション

プリンティングシステムズ（株）

代表取締役社長 

井崎 孝

上席執行役員

プロフェッショナルビジネスユニット

産業機器事業部長 

大場 康久

キヤノンITSメディカル（株）

代表取締役社長 

黒井 慶信
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アナリストによるITソリューション事業の評価

キヤノン製品の国内販売と独自のITソリュー
ションを提供するキヤノンMJグループをどの
ような企業であると考えていますか。

中名生：キヤノンMJグループは事業ドメインが非常に広

い会社であると思います。キヤノン製品にとどまらず、シ

ステム開発、ITプロダクト販売、データセンタービジネス

と、幅広い事業ドメインを有しています。さらに、BtoB、

BtoCそれぞれのビジネスを行うことで幅広い顧客基盤

と販売網、豊富なソリューションのリソースも有していま

す。そのため、他の事務機系の販売会社とはまったく異な

りますし、他のITソリューション企業との比較においても

非常に特長のある、オンリーワンと言ってよい企業であ

ると思っています。

佐藤：私も同意見です。一方、SIerとしてのキヤノンMJグ

ループには、ゼネラリスト的なイメージがあり、良くも悪く

もあまり特長がありません。今後、ITソリューションを拡

大させるためには、自分たちはこういう会社であるという

明確なアピールが必要になってくると思います。ただし、

ゼネラリスト的なSIerであるということを、強みとして捉

え、それを活かしていくことも選択肢の一つです。

坂田：外から見たキヤノンMJグループと、私たちの見方

では少し異なる部分もありますが、的確に捉えていただ

いていると思います。キヤノンというブランドの品質や商

品力には高い信頼性があると思っており、そのブランド

力は間違いなく当社にとって大きな価値であると考えて

います。

足立：ハード中心からサービス型に移行するための土台

をこの5年間で構築してきましたが、さらなる成長を目指

すには今のままでは十分でないと考えています。ご指摘

いただいた通り、当社は大手企業から中小企業、個人に

至るまでの幅広い顧客層、幅広い商品群を扱い、メー

カー系商社でもあり、かつSIerでもある稀有な会社だと

思っています。さらに魅力ある会社であると皆さまに認

識していただくために、今後、当社の強みをより磨き、具

体的に発信をしていく必要があります。

キヤノンMJグループのITソリューション事業
の強みはどこにあると考えていますか。

中名生：顧客基盤や事業ドメインの広さが本当に強みで

もあり、同時に少し弱みでもあると思います。株式市場の

観点からは、多様なITソリューション領域を持ちつつ、一

方で高品質なキヤノン製品も扱っているため、その両方

のシナジーを明確にしていくことに期待をしています。

佐藤：今後、システムインテグレーターは、トータルサー

キヤノンMJグループの今後の成長を牽引する役割を担うITソリューション事業に
ついて、証券アナリストとトップマネジメントがオンライン座談会を実施しました。

ビスプロバイダーへと進化していくと思います。上流工程

から、自社データセンターを活用した保守・運用サービ

ス・アウトソーシングまでワンストップでITサービスを提

供できるという幅の広さは強みになると思います。

　また、5Gがスタンダードになることで、医療分野や製

造業などで、ビジュアルを活用したイメージ系のソリュー

ションがメインになってくると思います。画像やプリン

ティングなどイメージ系のキヤノン製品を持っているこ

と、イメージングのノウハウを持っていることもキヤノン

MJグループの強みであると思います。

足立：イメージングソリューションについては、私も過去

に営業で大手企業を担当しており、映像に関する提案を

行った際には、お客さまに特にご興味を持って話を聞い

ていただけると感じました。キヤノンというと画像、映像

に強いという印象をお持ちのお客さまが多く、それがブ

ランド力にもつながっています。それはお二人のコメント

とも重なっており、その強みを最大限に活かしていきた

いと思います。

　また、強みである数理技術を活用した需要予測

ソリューションの「 F O R E M A S T」、導入社数累計

1 ,000社以上のローコード開発プラットフォームの

「WebPerformer」など、当社独自の特長あるソリュー

ションがあります。これらについても今後はしっかり訴求

していく必要があると思っています。

キヤノンMJグループは幅広い顧客基盤を有し
ており、大手企業、中堅・中小企業のそれぞれ

に対して強みを持ち合わせていると思います
が、その点はいかがでしょうか。

坂田：大手企業向けのITソリューションについては、住友

金属システムソリューションズが母体であるキヤノンITソ

リューションズが主たる事業を担っています。お客さまの

ニーズをお聞きして提案できるSEを多く抱えており、丁

寧にシステムを構築していくというところに強みがあり、

SIサービスの導入実績も豊富にあります。今後はこの強

みを活かして、お客さまのニーズや課題を解決する仕組

みをサービス化し、他のお客さまにも提供していくこと

が重要であると思います。

足立：これまでのITソリューション事業の強みは、キヤノ

ンブランドのプリンターや複合機などのデバイスとその

周辺のITソリューションであり、デバイスを中心にしたも

のでした。一方で、キヤノンITソリューションズはSIerで

す。SIerは、お客さまが漠然と抱えている課題を深堀り

し、解決するためのシステムを構築します。同社は大手企

業を担当しているエンタープライズセグメントの中に所

属しており、大手企業向けに対しては営業サイドもSIer

的な思考プロセスに変化しています。このような思考プ

ロセスを準大手・中堅企業を担当する営業にも伝播させ

ていくことでさらなる強みになっていくと思います。

坂田：中小企業向けITソリューションも、リアル・オンライ

ンの両面で営業・サポート体制が充実しており、お客さま

のIT業務をフルサポートすることが可能です。これまで、

（本座談会は2021年2月に行われました。当社出席者の役職名は、座談会実施当時のものです。）

ジェフリーズ証券会社
精密機器
担当アナリスト
中名生 正弘 氏

多様なITソリューション領域を持ちつつ、一方で

高品質なキヤノン製品も扱っているため、その両

方のシナジーを明確にしていくことに期待してい

ます。

ジェフリーズ証券会社
ITサービス・インターネット
担当アナリスト
佐藤 博子 氏

大手企業に対してソリューションを提供していく

上で、イメージング分野に加え、DXやクラウドま

で、見事にベストマッチするチャンスがある最有力

候補の一社です。

キヤノンマーケティングジャパン
代表取締役社長（現 相談役）
坂田 正弘

ジェフリーズ証券会社
中名生 正弘 氏
（以下、敬称略）

キヤノンマーケティングジャパン
取締役 専務執行役員（現 代表取締役社長）
足立 正親

ジェフリーズ証券会社
佐藤 博子 氏
（以下、敬称略）
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営業サイドでは単品で提案しがちであり、お客さまの課

題解決に向け、さまざまな製品・サービスを組み合わせ

たトータルなソリューションとして提案できるように意

識改革を行っているところです。強みであるサポート体

制を活かしつつ、営業面でいかにトータルなソリューショ

ンとして提案していくかが、今後の当社の課題だと思って

います。

さらなる成長に向け、ITソリューション事業
の課題とその対処法は何であると考えていま
すか。

中名生：単品ベースではなくトータルなソリューションと

しての事業展開を推進することが一番の課題ではないで

しょうか。さらに、キラーアプリケーション、キラーソ

リューションと言えるものが世の中で認知されると、そ

れが成功体験となり多くの企業に訴求されていくのだと

思います。現状はセキュリティがそれに近いのかもしれ

ませんが、キヤノンMJグループと言えばこれ、というもの

がより明確になってくると私たちも理解しやすくなると

思います。

佐藤：キャッチフレーズを強化する必要があると考えま

す。キヤノンMJグループはこういう会社である、と簡潔か

つ明確に表現するということです。前長期計画である長

期経営構想フェーズⅢでは、「イメージングとIT」を掲げ

ていましたが、こうした言葉をより前面に出してはどうで

しょうか。ソリューションを含めて訴求することで、キヤノ

ンMJグループの強みやアピールポイントを多くの人に理

解してもらえるのではないかと思います。

坂田：ITソリューションといっても漠然としているため、

キヤノンMJグループは、DXではどの領域で、何をどのく

らい目指すのか、その領域における強みは何なのか、と

いった方向性を固めているところです。4月の長期経営構

想・中期経営計画の発表の際には、明確に打ち出してい

く予定です。

　また、ITソリューションビジネスの全体像を描き、方向

性を示すことのできる人材を増やしていくために、外部

の人材の採用を含めて、人材の拡充にも努めています。

足立：ある特定の領域で我々が提案した際に、他のベン

ダーが、キヤノンMJグループと競合すると勝ち目がない、

またはキヤノンMJグループと組んだ方が良いなと思われ

るようになっていく必要があります。そのためには、大手

企業、中堅・中小企業それぞれに対して、強みのある領

域・サービスをさらに強化し、対外的にしっかりと情報発

信していくことも重要であると思います。

顧客層別に見た際の課題などはございますか。

足立：大手企業向けには、上流でコンサルティングから

入っていく、またはお客さまのCIOクラス、経営層と対等

に語り合えるSEや営業をより多く育成していく必要があ

ります。

　準大手・中堅企業に向けては、大手企業向けにサービ

ス化されたソリューションをうまく活用してアプローチ

していく必要があると思っています。こうした観点から、

この1月に準大手・中堅を強化する組織をエンタープライ

ズセグメント内に設置しています。

　中小企業に対しては、中名生さまのご指摘の通り、セ

キュリティが強みであると思っています。しかしながら、導

入からサポートまでを含む全体のコンサルティング提案

が十分にできていません。そのため、全体をコーディネー

トできる人材の拡充を、M&Aも含めて検討しています。

今後のキヤノンMJグループに望むことは何で
すか。

中名生：キヤノンMJグループは日本のDXの推進役となる

会社になれると思いますし、なっていただきたいと思いま

す。日本企業には未だに非効率な部分があり、それが今回

のコロナ禍で顕在化しました。それを解決できるトータル

サービスプロバイダーとして、キヤノンMJグループはさま

ざまな新しいソリューションを創出できる企業だと思っ

ていますので、その点に大きな期待をしています。

佐藤：今、SIerの世界は、プレイヤーの位置付けが大きく

変わるチャンスの時期にあるのではないかと思っていま

す。大手企業に対してソリューションを提供していく上

で、イメージング分野に加え、DXやクラウドまで、見事に

ベストマッチするチャンスがある会社として、キヤノンMJ

グループはトップグループに入っているのではないでしょ

うか。中堅・中小企業のお客さまはオンプレミスからクラ

ウド、SaaSにシフトしています。日本はビジネスプロセッ

シングも遅れています。キヤノンMJグループは自社デー

タセンターもお持ちですし、クラウドや、SaaSのソリュー

ションをいかに早くお客さまに提供できるかが、この変

化にうまく乗っていくための成功の になるのではない

かと思っています。

　人材については、採用の競争が激しくなってきており、

SIerとしての成功シナリオの一つとして、社外採用のみ

ならず社内再教育に力を入れ、次世代テクノロジーに適

応できるエンジニアを社内で確保していくという考え方

もあると思います。

　そして、業界内でITソリューション企業として目立つには

営業利益率をもう少し向上させてほしいと思います。ITソ

リューション企業の営業利益率が他の業種と比較して高

いのはよく理解しているのですが、総合的に勘案し、さらな

る営業利益率の向上が目指せる企業だと期待しています。

坂田：我々も人材を外部のみから求めているのではなく、

社内で幹部も含めて育成に取り組んでいます。全員でIT

ソリューションを学習し、思考プロセスをソリューション

志向にしていく取り組みも進めています。私たちは、社会

やお客さまの課題に対してどのような解決策が最善かと

いうことを常に考えていますし、それが私たちの付加価

値であると思っています。付加価値を生み出す源泉は

「人」であり、人材育成には強い意志をもって取り組んで

います。

足立：例えば、今まで手掛けてきたシステムと同規模のも

のであれば、そのノウハウを蓄積し、より少ない人数の

SEで構築できるようにして、営業利益率向上につなげて

いくことが必要だと考えています。

　そのためにも、各SEの質を上げるための教育に力を入

れていきたいと思います。

　本日はさまざまな観点からご意見をいただき、ありが

とうございました。当社の長期経営構想および中期経営

計画でも、ITソリューション事業への注力を前面に打ち出

し、今後さらに強化していきます。キヤノン製品事業との

シナジーを発揮させ、より良い成果を出し、皆さまのご期

待に応えられるような企業価値向上につなげていきたい

と思います。

 アナリストによるITソリューション事業の評価

強みである数理技術を活用した需要予測ソリュー

ションの「FOREMAST」、ローコード開発プラット

フォームの「WebPerformer」などもしっかり訴求

していく必要があります。
足立 正親
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環境

キヤノンMJグループは、気候変動防止や資源循環への

取り組みなど、自社の対策をしっかりと行ったう上で、

“マーケティング企業”としての特色を活かした活動に注

力していくことにより、豊かな生活と地球環境を両立する

社会づくりに貢献しています。

気候変動防止
事業所での取り組み

キヤノンMJグループでは、オフィス設備の省エネタイプ

への更新や照明・空調の節電対策に加え、営業・サービス

で使用する社有車のカーシェアリングやノー残業デーの

徹底など、これまでの業務プロセスや働き方の改善による

環境負荷低減も行っています。

また、キヤノンSタワーや各支店等のショールーム、接客

スペースの電力使用によるCO2排出を実質ゼロにしていま

す。これは、実際に使用する電力量に相当する再生可能エ

ネルギー由来の「J-クレジット※」を購入することで、再生

可能エネルギーで作った電気を使用したものとみなされ

る仕組みを活用したものです。2020年は、キヤノンSタ

ワーと幕張事業所間を往復するシャトルバスにもこの仕

組みを活用し、CO2排出量を実質ゼロにしました。
※ J-クレジットとは、経済産業省、環境省、農林水産省が運用する「J-クレジット制度」によっ
て、国から認証されたクレジット（温室効果ガスの排出削減量や吸収量）のことを指します。
J-クレジット制度では、無形であるCO2削減・吸収をクレジット化し、市場取引を可能にする
ことによって、再生可能エネルギーの普及・拡大を促しています。

製品・サービスにおける取り組み

• ITソリューションの提供による環境負荷低減

キヤノンMJグループでは、ドキュメントソリューション

をはじめ、さまざまなITソリューションを提供しています。

例えば、データセンターの活用によるお客さま先の使用エ

ネルギーの削減や、紙文書の電子化による紙資源の削減

等、ITソリューションの活用は業務効率化やコストダウン

だけでなく、資源・エネルギーの消費抑制など環境負荷低

減につなげることができます。

• カーボン・オフセットの導入

キヤノンMJグループでは、オフィス向け複合機と一部の

プロダクションプリンターの製品ライフサイクル全体で排

出するCO2について、お客さまのご要望に応じてカーボ

ン・オフセット※1を行う仕組みを導入しています。製品の環

境配慮技術により、製品ライフサイ

クル全体で排出するCO2は削減され

ますが、それでも、どうしても削減で

きないCO2分に相当するオフセッ

ト・クレジット※2を購入することで

カーボン・オフセットを実施し、CO2

排出実質ゼロの製品を提供してい

ます。※3

 この仕組みでは、オフセット・ク

レジットのうち、オフセット製品使

用時に発生するCO2削減量相当分

をご希望のお客さまに移転することが可能です。

お客さまに移転されたオフセット・クレジットのCO2削減

量はお客さまご自身の削減量として活用していただけま

す。さらに、自治体が販売するオフセット・クレジットも活用

しており、その地域のCO2削減活動への貢献につなげてい

ます。
※1  カーボン・オフセットとは、自らの温室効果ガス排出量のうち、削減努力をし、それでも削減
できない量を他の場所での排出削減・吸収量で埋め合わせ（オフセット）する取り組みです。

※2  カーボン・オフセットに用いるために発行されるクレジットのこと。
※3  Refreshedシリーズは全出荷台数をオフセットしています。

資源循環
製品の回収・リサイクル活動

お客さまや販売店から、複合機やレーザープリンターな

どの本体や、消耗品である使用済みのキヤノン製カート

リッジを効率的に回収させていただくスキームを確立し、

リサイクルを推進することで、循環型社会の形成に貢献し

ています。

お客さまから回収された使用済み製品やカートリッジ

等は、キヤノンのリサイクル拠点でリユース、マテリアルリ

サイクル、サーマルリサイクル等が行われ、埋め立てること

なく、すべてが資源として有効利用されています。

オフィス向け複合機のRefreshedシリーズはその代表

例です。回収された使用済み機器を部品レベルまで分解

後に洗浄・清掃を行い、厳密な再生基準に従って、劣化・摩

耗部品などを交換し、新しい部品のみで生産される機器

と同じレベルの生産・検査ラインを通り、品質・信頼性が

十分に確認され、新たな商品として生まれ変わります。

E
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社会

サステナブルマネジメント̶ESGの取り組み

S

TOPIC 「ゼロエミッション東京」実現への協力に対し、東京都知事から感謝状授与

キヤノンMJグループのキヤノンITソリューションズ（株）は、CO2を

排出しない「ゼロエミッション東京」の実現を目指す東京都の取り組

みに賛同し、東京都キャップ&トレード制度※の対象事業所である西

東京データセンターにおいて、CO2排出量およびエネルギー消費量の

削減対策を講じて義務以上の削減を達成し、創出されたCO2削減ク

レジット19,893トンを寄付しました。これに伴い、東京都知事から感

謝状が授与されました。
※ 都内CO2排出量の削減を目指し、オフィスビル等のエネルギー需要側にCO2排出削減を義務付けるとともに、削
減量の過不足をクレジットとして取引できる制度。

水使用の適正管理

キヤノンMJグループでは、主要な事業所の水使用量を

把握するとともに、適正管理を行っています。具体的な取

り組みとして、品川本社ビルでは、食堂などで使用している

「節水コマ」による水使用量の抑制や、水の循環利用を行

うために、品川グランドコモンズ街づくり協議会と連携

し、東京都が推進する再生水を水洗トイレなどで利用して

います。また、半導体装置の検証時の水使用量を削減する

ため、装置の稼働を最小限に抑えています。

汚染防止
化学物質の適正管理

キヤノンMJグループでは、製品のアフターサポートなど

で使われる化学物質をすべて洗い出し、管理しています。

社内で定めた「化学物質管理手順」に則り、有害性・危険性

があると判断された対象物質については、使用量や保管

量を把握するなど、化学物質の適正管理を行っています。

また、新たな化学物質を使用する際には、該当の化学物質

が環境へ与える影響を事前に評価し、使用の可否判断、適

切な使用方法、および保管方法などを確認しています。

生物多様性保全
「未来につなぐふるさとプロジェクト」の実施

キヤノンMJグループは、生物多様性が持続可能な社会

にとって欠かせないものであるという認識のもと、子ども

たちの未来に美しく緑豊かなふるさとを残すことを目的

として、「未来につなぐふるさとプロジェクト」に取り組ん

でいます。

このプロジェクトでは、生物多様性を守るための5つの

アクション「MY行動宣言」※と連携し、協働団体の活動への

参加促進や生物多様性の啓発・保全に取り組んでいます。
※「愛知目標」を達成し、生物多様性を守るために、私たち一人ひとりが生物多様性との関わりを

毎日の暮らしの中で感じ、身近なところから行動するための取り組みです。

WEBコンテンツの発信

WEB上の仮想空間の中で、楽しみながら環境や生物多

様性に触れていただくコンテンツ「アニマリウム」をキヤノ

ンホームページで公開しています。

生きものや自然が織りなす仮想空間「アニマリウム」

（町・川・海・山）の中で、生きものの“ふしぎ”や謎といった

豆知識を写真と共に知り・学ぶことができます。

このWEBコンテンツが環境や生物多様性を考えるきっ

かけになることを目指しています。

キヤノンMJグループは、お客さまに安心・安全な商品・

サービスを提供するための仕組みづくりや従業員一人ひ

とりが活躍できる職場環境の整備など、社会に配慮した

取り組みを真 に実践しています。

従業員との関わり
人権と多様性の尊重

キヤノンMJグループは、従業員の不当な差別やハラス

メントの防止に努めるとともに、さまざまな個性や価値

観を持つ多様な人材が活躍し、互いに高め合いながら成

長する企業風土を醸成しています。

• 女性活躍の推進

キヤノンMJとキヤノンITソリューションズの2社は、経

団連の「女性活躍アクションプラン」に賛同し、女性の役

員・管理職登用に関する自主行動計画を提出しました。

また、職場における女性活躍推進に向け、上記2社のほ

か、キヤノンシステムアンドサポート、キヤノンプロダク

ションプリンティングシステムズ、キヤノンビズアテンダ、

キヤノンカスタマーサポートの計6社が、女性管理職登用

や採用など、各社の課題に基づいて行動計画を策定して

います。キヤノンMJにおいては、2025年までに管理職に

占める女性の割合を6.0％以上、管理職候補であるチー

フ・課長代理に占める女性の割合を20.0％以上とするこ

とを目標としています。　

• 障がい者雇用の取り組み

障がい者雇用を積極的に推進するとともに、障がいの

有無にかかわらず働くことができる職場環境の整備に努

めています。2021年6月時点のキヤノンMJの障がい者雇

用率は2.29%となっています。

今後も新卒・中途採用共に、障がい者の積極的な採用

をグループ一体となって展開します。

• 仕事と育児・介護の両立

キヤノンMJでは、従業員が仕事と育児・介護の両立を

図り、活き活きと働くことのできる環境づくりを目的とし

て、本人のキャリアプランや生活環境に合わせた働き方

をサポートするさまざまな制度を導入しています。

2021年4月には、優良な子育てサポー

ト企業として厚生労働大臣より「プラチナ

くるみん認定」を受けました。

• ハラスメントへの対策

セクシュアルハラスメント、パワーハラスメントなどの

トラブルを未然に防止するために、さまざまな意識啓発

活動を行っています。新入社員研修や新任管理職研修で

は、ハラスメントについての研修メニューを用意している

ほか、「コンプライアンス・ミーティング」においても、ハラ

スメントを身近な問題として捉え、職場単位で話し合い

を行っています。

また、従業員がハラスメントについて安心して相談がで

きるよう、面談形式だけでなく、メールや電話による専用

窓口も設けています。

人材育成

キヤノンMJでは、自発的な学びを尊重しながら、必要な

支援を行うことで一人ひとりが学び、成長を描ける人材

育成を目指しています。全体研修を担う人事部門と、専門

教育を担う所属部門、そして日々の業務をマネジメントす

る職場の上司が三者一体となり、社員一人ひとりの「経

験」をデザインし、成長を支援します。

• 海外（アジア）トレーニー制度

将来のグローバル人材を輩出するために、アジア地域

において現地の言語や文化・商習慣に精通したプロ

環境

障がい者雇用状況の推移（単体）

宮城県での活動の様子 福井県での活動の様子

※厚生労働省が定める基準により、所定労働時間や障がいの程度等に基づき算出。

（名） （%）

雇用者数 雇用率

157.0

2.16%

150.0

2.15%

150.0

2.10%

149.5

2.19%

142.0

2.15%

（年度）
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社会

サステナブルマネジメント̶ESGの取り組み

フェッショナル人材を育成することを目的として、若手人

材をキヤノングループの海外現地法人拠点に派遣し、現

地で語学研修や実務研修を行う「海外（アジア）トレー

ニー制度」を実施しています。これは、キヤノン（株）におけ

る研修プログラムの一つであり、グループの制度利用者

が将来の有力な海外出向者候補となることを目指してい

ます。

• 社内公募制度

キヤノンMJグループでは、キヤリア形成支援の一環と

して、新しいポジションに果敢にチャレンジすることを促

すとともに、グループ内における人材の活性化を図ること

を目的に、社内公募制度「JOBS（Job Opening Bulletin 

System）」を実施しています。

仕事のやりがい向上

キヤノンMJグループには、年齢や性別に関係なく、重要

な仕事、責任ある仕事に就き成果を上げた人を公正・公

平に評価する「実力主義」の文化が根付いており、従業員

がチャレンジ精神と自己啓発の姿勢を基本に、日々向上

心をもって自らの成長と会社の発展につなげていけるよ

うな環境を整えています。

• 働き方改革への取り組み

キヤノンMJグループは、「働き方改革推進プロジェク

ト」を立ち上げ、グループ全社でより生産性の高い働き方

を推進し、「就業時間内に仕事を仕上げる」働き方の定着

を目指しています。

また、新型コロナ感染症対策として、時差出勤の導入や

在宅勤務実施者の適用範囲の拡大なども実施しています。

【啓発】ノー残業デーの徹底や情報サイトでの実績共有な

どを実施

【多様な働き方】サテライトオフィスや在宅勤務の活用、

時差出勤の導入

【効率的な働き方】ITツールの利用促進やRPA※の活用
※RPAとは、Robotic Process Automationの略で、PC上で行うアプリケーション操作をソフト
ウエアロボットに実行させる取り組みを指します。

グリーン調達の推進

キヤノンMJグループでは、キヤノングループで定めた

「キヤノングリーン調達基準書※」に基づく有害化学物質

の廃絶活動を行っています。

新規のお取引先には、「キヤノングリーン調達基準書」

に関する説明を行い、お取引先における同基準書に基づ

いた製品化学物質管理体制確立の確認と製造委託品の

原材料や部品・副資材に至る環境影響物質調査により、

「キヤノングリーン調達基準書」の遵守を確認しています。
※キヤノンが地球環境保全活動の一環として行うグリーン調達活動におけるお取引先への要求
事項を規定したもので、その遵守を取引の必須条件としています。

責任ある鉱物調達（紛争鉱物問題）への対応

キヤノンMJグループでは、キヤノングループで定めた基

本方針に基づき、責任ある鉱物調査(紛争鉱物問題)※に取

り組んでいます。お客さまが安心してキヤノン製品をお使

いいただけるよう、お取引先に製品に使用される鉱物の

来歴確認と紛争鉱物不使用に向けた取り組みへの協力

を要請しています。
※アフリカのコンゴ民主共和国およびその隣接国から産出される一部の鉱物は、グローバルな
サプライチェーンを経由して広く流通し、当地の武装勢力の資金源になっているとして、「紛争
鉱物」と呼ばれています。米国では米国上場企業に対し紛争鉱物の使用状況などの開示を義
務付ける法律が制定されるなど、世界的に関心が高まっています。また、2020年からは、EUの
紛争鉱物規制の影響を考慮し、調査対象を全世界の紛争地域・高リスク地域に拡大し、OECD

ガイダンスに沿った対応を行っています。

調達活動
調達基本方針

キヤノンMJグループは、次の通り、調達業務の基本方

針を定め、調達活動を実施しています。

1.  円滑かつ競争力のある事業活動の推進を目的として、

安全性と品質を追求し、顧客の要望に応じた適正な価

格の製品・サービスの安定的な調達に努めます。

2.  地球環境保全活動を目的として、より環境負荷の低減

に配慮した製品・サービスを優先的に調達する「グリー

ン調達」を実践します。

3.  法令および社会規範に則り、公平な取引機会の提供と

公正な評価に基づいた調達を推進します。

4.  持続可能な社会形成実現に向け、お取引先と長期的に

相互繁栄できる取引関係を目指した調達活動を遂行

します。

調達コンプライアンスの徹底

キヤノンMJグループは、取引の適正化・公正化への取り

組みとして行動指針や調達関連法令・法規の教育を実施

しています。具体的には、「グループ調達規程」を定め、公

平・公正な取引、環境保全への配慮、調達関連法令・法規

の遵守を念頭に置きながら適切に行動することを定めて

います。

また、キヤノンMJグループの調達部門を横断的に統制

する専門部署を設置し、調達に関わる法規制やルールの

教育、遵法状況のモニタリングなどを通じて、キヤノンMJ

グループ全体の統制を図っています。

調達部門に従事する従業員に対しては、上記「グループ

調達規程」を基本とした法令遵守意識を高めるバイヤー

教育を行っています。

お取引先に対しては、「お取引先へのお願い」に加えて、

取引開始時に「取引基本契約書」を締結し、「法令を遵守

することはもとより、企業倫理に反する行為および社会

の信頼を損なう行為を厳に慎み、公正かつ誠実に取引を

行う」ことを確約しています。取引開始後は定期調査を行

い、環境・社会的側面を含めた多岐にわたる取り組み状

況を確認し、評価内容をお取引先にフィードバックしてい

ます。

品質マネジメント
品質マネジメントシステム

キヤノンMJは、「製品安全に関する基本方針」のもと、

法規制を遵守し、安心・安全にお使いいただける高品質

な製品・サービスをお客さまに提供するために、国際規格

であるISO9001の要求事項に独自の仕組みを加えた「品

質マネジメントシステム」を構築し、品質リスクを管理し

ています。

品質マネジメントシステムでは、対象となる製品・サー

ビスに応じて、方針・目標を定め、PDCA（PLAN・DO・

CHECK・ACTION）のサイクルを通じて改善を続けること

により、その目標達成に向けて責任と権限を明確にした

マネジメントを実行しています。

また、市場での製品品質状況に関しては、製造を担うキ

ヤノン（株）やその他製造事業者などと協力して、お客さま

への迅速な対応を実施しています。

TOPIC 働き方改革および新型コロナウイルス感染症拡大防止にも貢献「テレワークサポーター」

コールセンター業界のリーディングカンパニー、（株）ベルシステム

24さまは、キヤノンMJグループのキヤノンITソリューションズ（株）が

提供するクラウド型テレワーク支援サービス「テレワークサポーター」

を2019年に導入。現在では、在宅のオペレーションブースの約25%で

活用しています。

本システムは、常時顔認証により在席・離席状況を管理しているた

め、勤務姿の映像を管理者が確認する仕組みとは異なり、カメラで監視されているようなストレスをコミュニケー

ターに感じさせることなく、コールセンターと同じ緊張感で仕事に集中できる環境の実現をサポートしています。

また、情報漏洩のリスクを低減する“覗きこみ”や“なりすまし”の検出機能が、セキュリティを最優先するベルシス

テム24さまから評価されています。

コロナ禍を機に、働き方改革の施策の一つとしてテレワークの導入を多くの企業が推進しています。今後も、「テレ

ワークサポーター」などのITソリューションの提供を通じて、さまざまな市場におけるテレワークの拡大と事業の発

展に貢献していきます。
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コーポレート・ガバナンス

サステナブルマネジメント̶ESGの取り組み

キヤノンMJグループの
コーポレート・ガバナンス概要
形態： 監査役設置会社

取締役の人数： 6名

うち社外取締役の人数： 2名

社外取締役のうち独立役員に指定されている人数:2名

取締役の任期： 1年

監査役の人数： 5名

うち社外監査役の人数： 3名

社外監査役のうち独立役員に指定されている人数： 2名

監査役の任期： 4年

会計監査人： 有限責任監査法人トーマツ

執行役員制度の採用： 有

執行役員の人数： 23名

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、継続的に企業価値を向上させていくためには、

経営における透明性の向上と経営目標の達成に向けた経

営監視機能の強化が極めて重要であると認識し、コーポ

レート・ガバナンスの充実に向けてさまざまな取り組みを

実施しています。

なお、当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則

をすべて実施しています。

コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組み
2011年 執行役員制度の導入

2014年 社外取締役の選任（1名）

2016年 社外取締役を2名に増員

2016年 独立社外役員の独立性判断基準を制定

2016年 コーポレートガバナンス・コードへの対応

2018年 指名・報酬委員会を設置

支配株主との取引等を行う際における
少数株主の保護について
当社の支配株主は、親会社であるキヤノン（株）がこれに

あたります。キヤノン（株）との取引は、重要な基本契約に

ついて、取締役会の決議を経て締結するなどにより、当社

の利益が損なわれることのないよう適切・公正に実施して

います。また、支配株主との取引のみならず、すべての取引

について、当社の独立性と利益が損なわれることのないよ

うに適切・公正に行うことにより、すべての株主の利益を

保護しています。

親会社との関係性
当社の親会社はキヤノン（株）であり、子会社の上場につ

いては、連結業績の最大化を目指す上で独立性を維持し

ながらダイナミックな経営を行う体制とすることで安定的

に収益を計上し、少数株主を含む株主全体の利益に合致

した形で、グループ全体の価値向上を図る、との方針を掲

げています。

当社は、キヤノン製品の販売・サービスに加え、独自事業

として、お客さまからのご要望に応じ、他社製品の販売や

サービス、ITソリューションの提供を行っています。これら

の独自事業を展開するにあたり、当社として迅速に意思決

定を行う必要があることに加え、機動的な資金調達、優秀

な人材の確保などが必要不可欠となりますが、独立性を維

持した上場企業であることで可能になっています。その結

果として、当社の独自事業により生じる収益の拡大により、

キヤノングループ全体の企業価値の向上に寄与するととも

に、株主全体の利益にも貢献していると考えています。

また、親会社から当社の経営への関与については、一株

主としての議決権行使などに限られていることに加え、兼

務役員も存在しないことから、極めて限定的であると考え

ています。当社の経営陣の指名や報酬の決定に際しては、

任意の「指名・報酬委員会」で審議を行っていますが、委員

の半数は独立社外取締役となっており、透明性と公正性

を客観的に確保できる体制としています。なお、キヤノン

（株）と当社で行う仕入れ価格の決定や貸付金の金利設定

といった取引については、双方に不利のないことを確認

し、書面での契約を取り交わした上で実施しています。

株主との建設的な対話に関する方針
当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に

資するため、株主総会、長期・中期経営計画説明会、決算

説明会、主要機関投資家との面談等により、株主との間で

建設的な対話を行っています。

取締役会
当社の取締役会は、全社的な事業戦略および執行を統

括する代表取締役と、各事業領域または各本社機能を統

括する業務執行取締役を中心としつつ、経営の健全性を

担保するため、2名以上の独立社外取締役を加えた体制と

しています。取締役会は、法令に従い、重要な意思決定と

執行状況の監督を行います。

それ以外の意思決定については、代表取締役がこれを

行うほか、代表取締役の指揮・監督のもと、取締役会決議

により選任される執行役員が各事業領域または各本社機

能の責任者としてそれぞれ意思決定と執行を担います。

現在、決算、役員人事等の定例事項に加え、法令や取締

役会規則に定める重要事項については、原則として月1回

開催している定例の取締役会に加え、必要に応じて開催

する臨時取締役会や、役員および主要グループ会社社長

が参加する経営会議で活発に議論した上で決定する仕組

みとなっています。

監査役会
当社は、取締役会から独立した独任制の執行監査機関

として、当社の事業または企業経営に精通した者や会計

などの専門分野に精通した者を監査役にするとともに、社

外監査役のうち1名以上は、取締役会が別途定める独立

性判断基準を満たした者とします。これら監査役から構成

される監査役会は、当社の会計監査人および内部監査部

門と連携して職務の執行状況や会社財産の状況などを監

査し、経営の健全性を確保します。

社外監査役3名を含む5名の監査役が、監査役会におい

て定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会への

出席、取締役等からの聴取や重要な決裁書類等の閲覧、業

務および財産の状況の調査等により厳正な監査を実施し

ています。

内部監査
グループ総合監査室が、社長直轄の独立した専任組織

として当社および全グループ会社の内部監査部門として

の方針を策定し、すべての経営諸活動を対象として、財務

報告の信頼性、業務の有効性・効率性、法令遵守、資産保

全の観点から監査を実施し、評価と提言を行っています。

なお、キヤノンITソリューションズ（株）、キヤノンシステム

アンドサポート（株）の監査部門も同じ方針のもと、監査を

実施しています。グループ全体の監査スタッフは50名体制

となっています。

社外取締役および社外監査役
当社の社外取締役は2名、社外監査役は3名です。当社

は、コーポレートガバナンス・コードおよび独立性基準を

踏まえ、独立社外取締役および独立社外監査役の独立性

を担保するための基準を明らかにすることを目的として、

全監査役の同意のもと、当社取締役会の承認により「独立

社外役員の独立性判断基準」を制定しています。

なお、当社の独立社外取締役および独立社外監査役は、

当該「独立性判断基準」を満たしており、取締役会の透明

性とアカウンタビリティの維持向上に貢献する役割を

担っています。

社外取締役および社外監査役の職務を補助する専任の

組織・使用人は置いていません。なお、社外取締役に対し

ては業務執行取締役等から取締役会議案等について必要

コーポレート・ガバナンス体制

各ビジネスユニット・グループ会社

スタッフ部門

経営会議

開示情報委員会

サステナビリティ推進委員会

内部統制評価委員会

株主総会

監査役会
監査役5名

監査

諮問

答申

選任・解任 選任・解任 選任・解任

連携

連携

連携

内部監査

会計監査

助言 弁護士・税理士

取締役会
取締役6名 指名・報酬委員会

内部監査部門

会計監査人

（2021年3月26日現在）
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コーポレート・ガバナンス

サステナブルマネジメント̶ESGの取り組み

に応じて事前説明を行っています。また、社外監査役に対

しても社内監査役または業務執行取締役等から取締役会

議案等について必要に応じて事前説明を行っています。さ

らに、社外監査役は、監査役会ならびに随時開催される監

査役連絡会等に出席し、重要事項およびそれぞれの監査

内容に関する情報を監査役間で共有しています。

社外取締役および社外監査役の

取締役会、監査役会への出席状況

氏名
2020年度における取締役会、
監査役会への出席状況

社外取締役
土橋 昭夫 取締役会 18回中18回出席(100%)

大澤 善雄 取締役会 18回中18回出席(100%)

社外監査役

橋本 巌

取締役会 13回中13回出席(100%)
監査役会 10回中10回出席(100%)
（当期開催の取締役会18回のうち、就任後に開
催された取締役会13回すべてに出席。
当期開催の監査役会17回のうち、就任後に開
催された10回すべてに出席。）

松本 信利

取締役会 13回中13回出席(100%)
監査役会 10回中10回出席(100%)
（当期開催の取締役会18回のうち、就任後に開
催された取締役会13回すべてに出席。
当期開催の監査役会17回のうち、就任後に開
催された10回すべてに出席。）

長谷川 茂男
取締役会 18回中18回出席(100%)
監査役会 17回中17回出席(100%)

取締役会の実効性についての分析・評価
当社では、取締役会の実効性について、取締役および監

査役によるディスカッションを行い、取締役会において分

析・評価を行いました。その結果、取締役会の実効性は概

ね確保されていることが確認されました。今後は、ディス

カッションの過程で示されたさらなる実効性向上に向け

た取締役および監査役の意見（経営指標に関する事項等）

を取締役会の運営に活かしてまいります。

経営陣幹部・取締役の報酬決定にあたっての
方針と手続き
代表取締役・取締役の報酬は、その役割に応じた職務執

行の対価として毎月固定額を支給する「基本報酬」と、各

事業年度の業績に連動した「賞与」、ならびに中長期的な

業績向上および企業価値向上に向けたインセンティブと

しての「業績連動型株式報酬」によって構成されます。上席

執行役員以上の執行役員の報酬につきましてもこれに準

じています。なお、社外取締役については、毎月固定額を

支給する「基本報酬」のみとします。

当社は、代表取締役社長、取締役1名および独立社外取

締役2名の計4名から成る任意の「指名・報酬委員会」を設

けています。当該委員会は、取締役、上席執行役員以上の

執行役員について、基本報酬・賞与の算定基準、業績連動

型株式報酬の付与基準を含む報酬制度の妥当性を検証し

ます。個別の報酬額は、取締役会決議により定める算定の

基本的な考え方につき「指名・報酬委員会」の検証を経た

報酬制度に基づき、決定されます。

なお、取締役の「基本報酬」および「業績連動型株式報

酬」の総額は、株主総会により承認された報酬総額(上限)

の枠内となります。取締役の「賞与」につきましては、定時

株主総会において賞与支給議案が承認されたときに支給

が確定します。

指名・報酬委員会の構成員： 

　足立 正親

　（議長、代表取締役社長社長執行役員）

　溝口 稔（取締役上席執行役員）

　土橋 昭夫（社外取締役）

　大澤 善雄（社外取締役）

選任・指名手続き
取締役・監査役の候補者の指名および上席執行役員の

選任（代表取締役社長の後継者およびその候補者を含む）

については、所定の要件を満たすと認められる者の中から

代表取締役社長が候補を推薦し、その推薦の公正・妥当性

を「指名・報酬委員会」で確認の上、取締役会に議案として

提出、審議しています。

また、監査役候補者については、取締役会の審議に先立ち、

監査役会において審議し、その同意を得るものとしています。

経営陣幹部の解任手続き
代表取締役、業務執行取締役および上席執行役員以上

の執行役員（以下「経営陣幹部」）につき違法、不正または

背信行為が認められる場合、その役割を果たしていないと

認められる場合、その他経営陣幹部の任に相応しくない

と認められる場合には、取締役・監査役は、いつでも「指

名・報酬委員会」に対して当該経営陣幹部の解任の要否を

討議するよう求めることができます。

「指名・報酬委員会」での討議の結果は、その内容いかん

にかかわらず取締役会に答申され、取締役会において解

任の要否が審議されます。審議の対象となる当該経営陣

幹部は、審議に加わることができません。

内部統制
当社は、会社法に基づき、業務の適正を確保するための

体制（内部統制システム）の基本方針を取締役会で決議し

ており、かかる方針のもと、内部統制システムの整備を推

進しています。

社長が委員長を務める内部統制評価委員会は、当社各

部門および主要関係会社に責任者を置いています。その

目的はキヤノンMJグループ全体の内部統制システムの構

築です。

ニューヨーク証券取引所に上場しているキヤノン（株）

は、コーポレート・ガバナンスの改善を目的とした米サー

ベンス・オクスリー法に対応しています。キヤノングループ

の一員として、当社も同基準による内部統制システムの構

築により国際的な対応をとっています。

企業倫理・コンプライアンス
キヤノンMJグループは、コンプライアンスを法令遵守に

とどまらず、「法令や社会のルールを守り、社会正義を堅持

し、社会の期待に応え続けていくこと」と捉え、一人ひとり

が高い倫理観と遵法精神を備えた個人として行動するよ

う、意識啓発活動、知識教育活動、組織活動の3つの視点

でコンプライアンス活動を推進しています。

グループ全役員・従業員に対し、業務遂行にあたり守る

べき規準を示した「キヤノングループ行動規範」とキヤノン

グループにおいて普遍的な行動指針である「三自の精神

（自発・自治・自覚）」が書かれた「コンプライアンス・カード」

を配布し、周知徹底を図るとともに、教育・研修によって意

識啓発や知識教育を行っています。また、業務に関する法

や各種ルールの理解と実践を促すために、コンプライアン

スに関するメールマガジンを配信しています。さらに、「コ

ンプライアンス・ミーティング」で、職場ごとに業務上のコ

ンプライアンスリスクと対策を確認しています（コロナ禍

の影響で、2020年は「コンプライアンス・ミーティング」を

中止しましたが、2021年より再開しています）。このほか、

「内部通報制度」の運用も継続的に行っています。

情報セキュリティ
キヤノンMJグループは、「セキュアな社会の実現」に寄

与するために、経営層による「情報セキュリティガバナン

ス」に基づき、「情報セキュリティマネジメント」を推進し、

情報セキュリティ成熟度の向上に取り組んでいます。ま

た、この活動を通じて得たノウハウは、製品・ソリューショ

ンによるお客さまの情報セキュリティ課題解決への貢献

時にも反映するようにしています。

情報セキュリティガバナンスの強化に関する取り組みと

しては、「キヤノンマーケティングジャパングループ情報セ

キュリティ基本方針」を定め、マネジメントの均質化と効

率化に向けたISMS（情報セキュリティマネジメントシステ

ム）ならびにPMS（個人情報保護マネジメントシステム）の

グループ導入、各種情報セキュリティ対策の最適化、情報

セキュリティ人材の育成、「ISMS適合性評価制度」ならびに

「プライバシーマーク」の認証取得・維持による客観的な評

価と継続的な改善等を推進しています。また、サイバーセ

キュリティ対策強化として「Canon MJ CSIRT」を設置し、

運用しています。情報開示については、「情報セキュリティ

報告書」を発行して実施しています。

事業継続
キヤノンMJグループは、大規模地震や新型インフルエン

ザなどの危機に備え、事業継続対策を推進しています。

事業継続計画（BCP）

災害の発生により操業レベルが低下した際、社会的責

任の観点から、キヤノンMJグループの事業として影響が大

きく、早急な復旧が求められる業務については、重要業務

として、あらかじめ策定された計画に基づいて「停止せず
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コーポレート・ガバナンス

サステナブルマネジメント̶ESGの取り組み

に継続させる」、または「停止後即時復旧させる」などの対

応を行います。あらかじめ継続すべき重要業務を選定し、

それぞれの業務においてBCPを策定しています。

事業継続マネジメント（BCM）

策定したBCPについて、訓練の実施などBCM活動計画

に基づいて運用し、実効性向上に努めています。

主な取り組み

• 連絡体制の構築

災害発生時に関係者が連絡を取り合い、適切に災害へ

の対応を進めるために、就業時間外においても利用可能

なSNSを活用した連絡体制を構築しています。

被災状況、業務への被害などの情報を関係者間で効率

的に共有することで、意思決定、二次被害防止、事業継続

への対応と迅速につながるように取り組んでいます。

• 訓練

実際に災害が発生した際に的確に行動に移すために

は、日頃から災害の発生を想定し、具体的な対応をイメー

ジしておくことが大切です。

災害の発生を想定して、関係者がSNSに自身の安否や

被災状況についての書き込みを行うなど、いざというとき

に確実にSNSを利用できるようにするための連絡訓練を

定期的に行っています。

また、BCPを策定している各部門は、机上でのシミュ

レーション訓練、シナリオに基づいた実動訓練など、各部

門の成熟度に応じたテーマを設定して、訓練を行っていま

す。訓練を通じて見出された課題については、その対応策

の検討を行っています。

継続的に訓練を行うことで、いざというときに適切に対

処できるように努めています。

• 評価

BCPの実効性を確認するために、グループ全社のBCM

活動を推進する事務局が第三者の立場で、各部門のBCM

活動の評価を実施しています。

さまざまな観点から実効性の評価や課題の洗い出しを

行い、改善点を明確にし、次年度以降の活動にフィード

バックしています。

新型コロナウイルス感染症への対応
キヤノンMJグループは、新型コロナウイルス感染症の国

内蔓延という危機的状況においても、事業継続に最大限

努めるべく、まずは、お客さまおよびキヤノンMJグループ

社員の健康・安全面を第一とする感染拡大防止に向けた

対応を次のとおり取っています。

1. 勤務形態

•  在宅勤務の推進（出勤者数7割削減への取り組み）

•  時差勤務やサテライトオフィス勤務の実施

2. 社員の行動

•  ソーシャルディスタンスの実践、マスク着用や手洗いの

徹底、「密集」「密接」「密閉」の回避

•  体調管理の徹底、感染疑い時の適時報告

•  海外出張の原則禁止、不要不急な国内出張の中止や

延期

•  お客さまやお取引先、社員間でのオンライン会議の推

進、大規模な社内会議の禁止

•  対面イベント開催の慎重な検討

•  プライベートの海外渡航の原則禁止 など

3. 拠点での対応

各執務フロアや共用部における定期的消毒の実施

IR活動
当社では、IR情報開示の考え方を「IRポリシー」として

2008年に制定し、公式IRサイトに公開しています。個人投

資家向けとしては、社長およびIR担当役員等による会社説

明会を開催しています。2020年は、7月に個人投資家に対

して会社説明を行っています。一方、アナリスト、機関投資

家向けとしては、年初に代表取締役による長期・中期経営

計画説明会を実施するほか、決算説明会を四半期決算ご

とに開催しており、IR担当役員が決算内容について説明を

行っています。個別での取材依頼についても積極的に受け

入れています。また、海外の機関投資家との個別取材や電

話会議を実施しています。

当社のIRサイト

canon.jp/8060-ir
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社外取締役コメント

2019年12月期の統合報告書でもお伝えしましたが、ガバナンス上問題のない

会社だという印象に変わりはありません。社外取締役に就任して5年たちますが、

当初より会議での役員の発言が増え、より闊達な議論が交わされるようになって

きたと感じます。

当社の課題をあえて挙げるとすれば、スピード感が少し乏しいという点です。事

業運営において、方針や目標の設定から具体的な戦略・実行まで、より一層スピー

ド感を出していく必要があると考えています。特に、成長事業としているITソリュー

ションについては、成長戦略の進捗状況を明確に社内外に発信していくことで、成

長スピードが加速するのではないかと考えます。さらに、お客さまやマーケットに

対しても、「キヤノンマーケティングジャパンが目指す、ITを通じた社会課題解決は

こういうことだ」と、もっと具体的に訴求していくことで、企業価値の向上が図れる

と思います。

事業の成長のスピード感を上げていくのに際し、当社に潤沢な資金があることは大きな強みになると思います。

人材強化への投資やM&Aに積極的であることを資本市場にアピールしていくことで、M&Aに関する有用な情報も

集まりやすくなると思います。人材強化を行う際には、ITソリューションが当社の成長戦略であることをしっかりと

打ち出し、新入社員や中途採用もIT関連の仕事をやりたいという人材をより積極的に採用していくことが成長につ

ながると思います。

2018年就任時からすると、コーポレート・ガバナンスの体制面での整備は進化

してきていると思います。新型コロナウイルス感染症が拡大するなか、働き方を変

え、感染者数を抑えており、ガバナンスがしっかり利いている証左だと思います。

また、2018年に設置した「指名・報酬委員会」において、2020年は4人の委員で充

実した議論ができたと思います。取締役会についても組織や体制の議論だけでなく

コーポレート・ガバナンスの意識の深化や、中身の充実を図ることに議論が深まっ

たと思います。今後は、さまざまなリスクに対応するため、リスクマネジメントやク

ライシスマネジメント、SDGsなどにも一層力を入れて行く必要があると思います。

事業の面では、キヤノンという強いブランド力と高い技術に支えられた製品力を

持ち、日本中に広い顧客基盤があるにもかかわらず、会社としての強みをまだ十分

に活かせていないと感じていました。お客さまに喜んでもらうためには、キヤノン

製品とITソリューション、保守・運用サービスまで含めたトータルソリューションをもっと提供していくべきだと取

締役会で議論を続けてきました。この3年で会社全体の意識も大きく変わってきたように見えます。昨年は新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響により、当社もお客さまも在宅勤務が急激に増加しました。在宅勤務を行うために

は、ITは避けて通れませんので、トータルソリューションを行う意識が加速されたように思います。

今後、さらに推進していくためには、全社員がITに対する知見を上げていくことが必須です。人材育成のための投

資や、キヤノン製品とITソリューションの融合したサービス化を進め、そのためのM&Aへの投資など、スピード感を

もって行う必要があると思っています。

土橋 昭夫
社外取締役

大澤 善雄
社外取締役



コーポレート・ガバナンス

サステナブルマネジメント̶ESGの取り組み

業務委託先についても選定基準や安全管理措置の確認方

法等を定めたルールや管理体制を整備し、適切な管理・監

督を行っています。

また、サイバーセキュリティ専門組織CSIRT※によるサイ

バー攻撃の予防・検知・発生時対策の実施体制を整備して

います。

しかしながら、これらの対策にもかかわらず、サイバー

攻撃等により重要な情報が外部に漏洩した場合には、取

引先等の関係者に損害等を発生させる場合があり、また、

その信用の低下等から当社グループの事業運営や、業績

および財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。
※CSIRT: Computer Security Incident Response Team

自然災害等

当社グループが事業活動を展開する地域において、地

震や台風等の自然災害および重大な感染症の流行等が発

生した場合には、当社グループの事業活動に影響を与え

る可能性があります。当社は設備や情報システムに対して

のバックアップ体制を整えていますが、これによって災害

等による被害を十分に回避できる保証はなく、発生時に

は当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。

また、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的

な流行は、サプライチェーンや生産活動に混乱をきたして

おり、キヤノン(株)をはじめとする取引先への影響によって

は、商品およびサービスの提供を十分に受けられない可

能性があります。

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の収束時期につ

いては未だ見通しが立っておらず、感染がさらに拡大、長

期化し、世界経済および当社の事業活動が停滞する状況

や、取引先の事業活動および投資意欲の減退等が発生す

る場合、また、政府の要請により当社の事業活動が制限さ

れる事態においては、今後も当社グループの業績および財

務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

貸し倒れリスク

当社グループでは、商品およびサービスの提供後に代

金を回収する取引が多いことから、予測できない貸倒損

事業等のリスク 
市場の競合および変動による影響

オフィスMFPの本体および保守サービスでは、価格競

争が継続しています。保守サービスにつきましては、単価

下落が継続しており、価格競争が一段と進んだ場合、収益

の低下が懸念されます。また、ペーパーレス化によるプリ

ントボリュームの減少が当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。レーザープリンターのトナーカー

トリッジは、第三者により代替品が販売されており、その

販売量が拡大した場合、キヤノン純正品の収益の圧迫要

因となります。

レンズ交換式デジタルカメラは、一眼レフカメラからミ

ラーレスカメラへ市場が移行する一方で、レンズ交換式デ

ジタルカメラ全体の市場縮小が続く可能性があります。ま

た、インクジェットプリンターは、年賀状の減少等によるプ

リントボリュームの低下に伴い、インクジェットプリンター

本体およびインクカートリッジの売上減少が加速する可

能性があります。

産業機器においては、半導体製造装置や検査計測装置

が半導体やデバイスメーカーの設備投資の状況に受注面

で大きな影響を受けます。これらのメーカーの設備投資が

低下した場合、業績が低迷する可能性があります。

医療では、医薬品医療機器等法（旧薬事法）により、販売

管理者の設置や市販後のトレーサビリティのための情報

化整備等、安全管理のための体制強化が義務付けられて

います。当社グループは、法令順守には万全の体制を整え

ていますが、安全管理体制や情報化が当初の想定通りに

運用できなかった場合、医療機関や医療機関向け販売業

者との取引が減少する可能性があります。

また、親会社のキヤノン（株）をはじめ、多数の取引先か

らの商品およびサービスの提供を受けているため、自然災

害や重大事故の影響等、取引先の何らかの事情により十

分な供給を受けられないなどのリスクが発生する可能性

があります。その場合には、販売活動の円滑な推進ができ

ず、業績に影響を与える懸念もあります。

システム開発 

当社は、さまざまなソリューションをお客さまに提供す

失が発生する可能性があります。このため、外部信用調査

機関の信用情報等を活用して徹底した与信管理を行うと

ともに、ファクタリング等の活用によりリスクヘッジを行っ

ています。また、債権の回収状況等により個別に貸倒引当

金を設定し、将来の貸し倒れリスクに備えています。しか

しながら、予期せぬ事態により多額の回収不能額が発生

した場合には、当社グループの業績および財務状況に悪

影響が及ぶ可能性があります。

親会社との関係

当社は、キヤノン（株）の子会社（2020年12月31日現在

の同社の議決権所有比率58.5%）であり、キヤノン（株）が

キヤノンブランドを付して製造するすべての製品（半導体

露光装置・液晶基板露光装置・医療機器を除く）を日本国

内において独占的に販売する権利を有しています。当連結

会計年度における同社からの仕入高は当社全体の仕入高

において依然として高い水準になっています。

これらの事情から、キヤノン（株）の経営方針、事業展開

等に大幅な転換があった場合には、当社グループの事業

活動や業績、財務状況に大きな影響が及ぶ可能性があり

ます。また、関連業界におけるキヤノン製品の優位性が、何

らかの理由により維持できなくなった場合には、当社グ

ループの業績等に悪影響が及ぶ可能性があります。

ITガバナンス：企業価値向上のためのIT投資について

当社グループは、継続的な企業価値向上のため、コーポ

レート・ガバナンスの充実に向けたさまざまな取り組みを

していますが、ITの活用を企業経営の重要な要素と捉え、

ITガバナンスを導入しています。IT投資管理を制度化して

おり、経営会議傘下にIT投資審議委員会を設置し、IT投資

に際しては、ビジネス成長または生産性向上の観点から、

投資案件の承認、評価を実施しており、IT投資効果の最大

化およびリスク低減を図っています。

るため、幅広い分野でのシステム受託開発を行っていま

す。案件を進めるにあたっては、社内での審議体制の構築、

プロジェクト管理、綿密な作業工数管理を行い、不採算案

件が発生しないように、リスクの低減に努めています。

しかしながら、顧客からの仕様の追加・変更の要望や顧

客との仕様・進捗に関する認識の不一致等により、多大 な

追加工数が発生した場合にコストが増大する可能性があ

り、業績に影響を及ぼす可能性があります。

データセンター事業 

当社グループでは、西東京データセンターを設立し、

データセンターサービスやクラウドサービス、システム運

用サービス等のストック型ITサービス事業を行っていま

す。データセンターについては、建物や設備、セキュリティ、

運営品質等の各要素において、高度な水準が求められる

ため、安定した地盤に建設し、高性能なファシリティと厳

重なセキュリティを備えています。また、長年のデータセン

ター運営で蓄積した知見・ノウハウをもとに、 2017年に

「M&O認証※」を取得しており、第三者機関が証明するグ

ローバル基準の運営品質を備えています。

しかしながら、地震、大規模な水害、火災等の災害や感

染症、運用ミス、サイバー攻撃などが発生した場合、施設・

システムの運用の停止や重要な顧客情報の漏洩により、

取引先等の関係者に損害等を発生させる場合があり、 ま

た、その信用の低下等から当社グループの事業運営や、業

績および財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。
※ 米国の民間団体「Uptime Institute」が定めているデータセンターの運営品質に関するグ
ローバル基準

情報管理

当社グループは、さまざまなグループ経営に関する重要

情報を有しているほか、お客さまに対するソリューション

の提供を通して、法人・個人に関する機密情報を多数保有

しています。これらの情報管理については、「グループ情報

セキュリティ基本方針」および「グループ情報セキュリティ

基本規定」を策定しており、社員に対する教育・研修等に

より情報管理の重要性の周知徹底、システム上のセキュリ

ティ対策の実施と対策状況の確認を行うなど、情報セキュ

リティに関するマネジメント体制を整え、運用しています。
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濱田 史朗
取締役
上席執行役員

溝口 稔
取締役
上席執行役員

長谷川 茂男
監査役（社外）

橋本 巌
常勤監査役（社外）

土橋 昭夫
取締役（社外） 大澤 善雄

取締役（社外）
松本 信利 
常勤監査役（社外）

蛭川 初巳 
取締役 
上席執行役員

足立 正親
代表取締役社長
社長執行役員

井上 伸一
常勤監査役

谷瀬 正俊
常勤監査役

取締役および監査役
（2021年3月26日）

サステナブルマネジメント̶ESGの取り組み
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10年間要約財務情報
キヤノンマーケティングジャパン株式会社および連結子会社
12月31日に終了した会計年度

（単位：百万円）

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

会計年度：

売上高※1 ¥ 632,418 ¥ 659,218 ¥ 657,215 ¥ 659,432 ¥ 646,002 ¥ 629,313 ¥ 632,189 ¥ 621,591 ¥ 621,134 ¥ 545,060

営業利益 8,441 16,802 17,012 25,087 26,647 27,676 30,406 28,941 32,439 31,317

税金等調整前当期純利益 10,972 17,528 17,054 25,858 27,497 28,903 30,918 30,708 33,302 33,463

親会社株主に帰属する当期純利益 6,763 10,578 10,167 16,030 15,670 18,161 20,679 20,826 22,250 21,997

会計年度末：

総資産 447,765 462,574 467,076 479,747 486,502 497,727 510,832 498,790 503,698 506,604

自己資本※2 250,670 253,862 256,794 270,061 277,008 280,472 297,031 303,027 324,475 345,458

キャッシュ・フロー：

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,715 33,767 28,780 38,190 29,730 33,306 28,885 16,990 22,052 38,490

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,107 △16,066 △25,757 △15,221 △44,536 △19,460 7,963 △10,526 △94,584 △26,174

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,811 △11,813 △9,105 △4,544 △6,224 △6,086 △7,145 △7,838 △8,557 △6,587

現金及び現金同等物の期末残高 102,372 108,259 102,182 120,607 99,573 107,285 136,979 135,571 54,493 60,131

1株当たり情報：

親会社株主に帰属する当期純利益※3 ¥   49.30 ¥   77.45 ¥   76.67 ¥  123.62 ¥  120.84 ¥  140.06 ¥  159.48 ¥  160.61 ¥  171.60 ¥  169.65

配当金※4 20.00 24.00 24.00 40.00 45.00 50.00 60.00 60.00 60.00 60.00

自己資本※2 1,827.25 1,907.50 1,980.22 2,082.60 2,136.22 2,162.96 2,290.70 2,336.97 2,502.39 2,664.20

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
※1：  2013年度より、従来、販売費及び一般管理費として計上していた販売促進費の一部について、売上高から控除する方法に会計処理を変更しています。このため、2012年度の売上高および

関連する指標については遡求修正しています。
※2： 自己資本は、連結貸借対照表の株主資本とその他の包括利益累計額の合計値です。
※3： 1株当たり当期純利益の算出に際し、各会計年度の期中平均株式数を使用しています。
※4： 1株当たり配当金は、会計年度終了後に支払われる配当金も含めた、各年度に係る配当金です。

売上高および売上高純利益率
（億円 / %）

自己資本およびROE
（億円 / %）

運転資本
（億円 / 倍）

親会社株主に帰属する当期純利益
（億円）

営業利益および営業利益率
（億円 / %）

総資産および自己資本比率
（億円 / %）
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連結財務諸表

連結貸借対照表
(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

資産の部
流動資産
現金及び預金 53,993 59,631

受取手形及び売掛金 112,666 105,328

有価証券 500 500

商品及び製品 33,281 27,091

仕掛品 206 103

原材料及び貯蔵品 622 631

短期貸付金 170,012 180,006

その他 6,197 7,122

貸倒引当金 △75 △66

流動資産合計 377,403 380,349

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物（純額） 26,948 43,402

機械装置及び運搬具（純額） 99 87

工具、器具及び備品（純額） 3,315 3,004

レンタル資産（純額） 9,403 7,281

土地 28,918 28,359

リース資産（純額） 31 16

建設仮勘定 14,095 1,577

有形固定資産合計 82,813 83,729

無形固定資産
ソフトウエア 4,148 5,373

リース資産 2 1

施設利用権 315 294

その他 2 0

無形固定資産合計 4,469 5,669

投資その他の資産
投資有価証券 11,037 11,302

長期貸付金 35 35

退職給付に係る資産 393 415

繰延税金資産 20,792 19,219

差入保証金 4,358 3,427

その他 2,775 2,659

貸倒引当金 △382 △205

投資その他の資産合計 39,011 36,855

固定資産合計 126,295 126,255

資産合計 503,698 506,604

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年12月31日)

当連結会計年度
(2020年12月31日)

負債の部
流動負債
支払手形及び買掛金 51,542 44,107

リース債務 72 54

未払費用 17,855 16,166

未払法人税等 8,235 7,004

未払消費税等 5,901 5,547

賞与引当金 3,373 5,664

役員賞与引当金 99 75

製品保証引当金 651 453

受注損失引当金 189 8

その他 32,101 29,356

流動負債合計 120,023 108,440

固定負債
リース債務 103 74

繰延税金負債 ̶ 1

永年勤続慰労引当金 1,042 951

退職給付に係る負債 53,956 47,883

その他 3,480 3,139

固定負債合計 58,582 52,049

負債合計 178,606 160,490

純資産の部
株主資本
資本金 73,303 73,303

資本剰余金 82,820 82,814

利益剰余金 202,783 188,481

自己株式 △31,926 △2,103

株主資本合計 326,979 342,495

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 3,929 4,230

繰延ヘッジ損益 11 △29

為替換算調整勘定 51 5

退職給付に係る調整累計額 △6,497 △1,243

その他の包括利益累計額合計 △2,504 2,962

非支配株主持分 616 655

純資産合計 325,092 346,114

負債純資産合計 503,698 506,604

財務・ESGデータ・会社情報
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連結損益計算書
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自2019年1月1日
至2019年12月31日)

当連結会計年度
(自2020年1月1日
至2020年12月31日)

売上高 621,134 545,060

売上原価 420,107 361,077

売上総利益 201,026 183,982

販売費及び一般管理費 168,586 152,665

営業利益 32,439 31,317

営業外収益
受取利息 196 243

受取配当金 154 155

受取保険金 767 452

投資事業組合運用益 247 231

雇用調整助成金 ̶ 2,744

その他 302 279

営業外収益合計 1,667 4,106

営業外費用
支払利息 12 12

為替差損 ̶ 5

その他 157 169

営業外費用合計 169 187

経常利益 33,937 35,236

特別利益
固定資産売却益 13 283

投資有価証券売却益 2 278

その他 ̶ 20

特別利益合計 15 581

特別損失
固定資産除売却損 206 1,021

減損損失 82 ̶
関係会社株式売却損 ̶ 737

投資有価証券評価損 329 316

新型コロナウイルス感染症による損失 ̶ 274

その他 31 4

特別損失合計 649 2,355

税金等調整前当期純利益 33,302 33,463

法人税、住民税及び事業税 12,626 12,525

法人税等調整額 △1,663 △1,133

法人税等合計 10,963 11,392

当期純利益 22,339 22,071

非支配株主に帰属する当期純利益 89 73

親会社株主に帰属する当期純利益 22,250 21,997

連結包括利益計算書
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自2019年1月1日
至2019年12月31日)

当連結会計年度
(自2020年1月1日
至2020年12月31日)

当期純利益 22,339 22,071

その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 1,412 302

繰延ヘッジ損益 9 △40

為替換算調整勘定 △24 △56

退職給付に係る調整額 7,228 5,253

その他の包括利益合計 8,625 5,459

包括利益 30,965 27,530

（内訳）
親会社株主に係る包括利益 30,875 27,464

非支配株主に係る包括利益 89 66

連結財務諸表
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当連結会計年度(自2020年1月1日　至2020年12月31日)
(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 73,303 82,820 202,783 △31,926 326,979

当期変動額
剰余金の配当 ― ― △6,483 ― △6,483
親会社株主に帰属する
当期純利益 ― ― 21,997 ― 21,997

自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

自己株式の処分 ― 1 ― 3 4

自己株式の消却 ― △29,822 ― 29,822 ―
利益余剰金から資本剰余
金への振替 ― 29,815 △29,815 ― ―

非支配株主に帰属する
当期純利益 ― ― ― ― ―

非支配株主への配当 ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― △5 △14,301 29,822 15,515

当期末残高 73,303 82,814 188,481 △2,103 342,495

連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度(自2019年1月1日　至2019年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 73,303 82,820 189,957 △31,924 314,156

会計方針の変更による
累積的影響額 ― ― △996 ― △996

会計方針の変更を反映
した当期首残高 73,303 82,820 188,961 △31,924 313,160

当期変動額
剰余金の配当 ― ― △8,428 ― △8,428

親会社株主に帰属する
当期純利益 ― ― 22,250 ― 22,250

自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

非支配株主に帰属する
当期純利益 ― ― ― ― ―

非支配株主への配当 ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― 13,821 △2 13,819

当期末残高 73,303 82,820 202,783 △31,926 326,979

その他の包括利益累計額

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

非支配
株主持分

純資産
合計

当期首残高 3,929 11 51 △6,497 △2,504 616 325,092

当期変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △6,483
親会社株主に帰属する
当期純利益 ― ― ― ― ― ― 21,997

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △2

自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― 4

自己株式の消却 ― ― ― ― ― ― ―
利益余剰金から資本剰余
金への振替 ― ― ― ― ― ― ―

非支配株主に帰属する
当期純利益 ― ― ― ― ― 73 73

非支配株主への配当 ― ― ― ― ― △26 △26
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 301 △40 △46 5,253 5,467 △7 5,459

当期変動額合計 301 △40 △46 5,253 5,467 39 21,022

当期末残高 4,230 △29 5 △1,243 2,962 655 364,114

その他の包括利益累計額

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

非支配
株主持分

純資産
合計

当期首残高 2,518 1 75 △13,725 △11,129 542 303,570

会計方針の変更による
累積的影響額 ― ― ― ― ― ― △996

会計方針の変更を反映
した当期首残高 2,518 1 75 △13,725 △11,129 542 302,573

当期変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △8,428

親会社株主に帰属する
当期純利益 ― ― ― ― ― ― 22,250

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △2

非支配株主に帰属する
当期純利益 ― ― ― ― ― 89 89

非支配株主への配当 ― ― ― ― ― △15 △15

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,410 9 △24 7,228 8,625 0 8,625

当期変動額合計 1,410 9 △24 7,228 8,625 74 22,519

当期末残高 3,929 11 51 △6,497 △2,504 616 325,092

連結財務諸表
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連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自2019年1月1日
至2019年12月31日)

当連結会計年度
(自2020年1月1日
至2020年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 33,302 33,463

減価償却費 12,257 11,253

減損損失 82 ̶
貸倒引当金の増減額（△は減少） △66 △179

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,468 2,028

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △19 △19

賞与引当金の増減額（△は減少） △64 2,323

受取利息及び受取配当金 △350 △398

支払利息 12 12

有形固定資産除売却損益（△は益） 190 △150

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △278

投資有価証券評価損益（△は益） 329 316

関係会社株式売却損益（△は益） ̶ 737

投資事業組合運用損益（△は益） △247 △231

売上債権の増減額（△は増加） 4,857 5,276

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,805 5,357

仕入債務の増減額（△は減少） △24,301 △6,262

その他 4,038 △1,567

小計 32,683 51,682

利息及び配当金の受取額 346 394

利息の支払額 △12 △12

法人税等の支払額 △10,965 △13,574

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,052 38,490

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △11,651 △14,695

有形固定資産の売却による収入 16 1,010

無形固定資産の取得による支出 △1,450 △3,729

投資有価証券の取得による支出 △1,383 △310

投資有価証券の売却による収入 328 697

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ̶ 828

短期貸付金の純増減額（△は増加） △79,997 △9,994

その他 △446 19

投資活動によるキャッシュ・フロー △94,584 △26,174

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自2019年1月1日
至2019年12月31日)

当連結会計年度
(自2020年1月1日
至2020年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △109 △72

自己株式の取得による支出 △2 △2

配当金の支払額 △8,426 △6,485

非支配株主への配当金の支払額 △15 △26

その他 △2 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,557 △6,587

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 △91

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,077 5,637

現金及び現金同等物の期首残高 135,571 54,493

現金及び現金同等物の期末残高 54,493 60,131

連結財務諸表

財務・ESGデータ・会社情報
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ESGデータ

環境 2016 2017 2018 2019 2020

GHG排出量（スコープ1、2）（単位:t-CO2）
スコープ1 8,339 7,995 7,579 6,975 5,765

スコープ2 32,174 33,879 41,207 43,800 45,733

合計 40,513 41,874 48,786 50,775 51,498

GHG排出量（スコープ3）（単位:t-CO2）
Cat.1 購入した製品・サービス（※1） — 219,377 199,906 283,983 252,705

Cat.2 資本財（※2） — 40,292 27,726 65,341 41,807

Cat.3 スコープ1、2に含まれない燃料/エネルギー活動（※3） — 4,012 4,601 8,993 9,061

Cat.4 輸送、配送（※4） — 4,701 4,039 4,175 3,922

Cat.5 事業から出る廃棄物（※5） — 90 137 153 92

Cat.6 出張（※6） — 9,918 9,048 12,032 6,119

Cat.7 雇用者の通勤（※7） — 5,154 5,401 6,915 7,445

Cat.8 リース資産（上流）（※8） — 0 0 0 0

Cat.9 輸送、配送（下流）（※9） — 1,271 1,122 1,073 1,104

Cat.10 販売した製品の加工 — 0 0 0 0

Cat.11 販売した製品の使用（※10） — 101,111 88,590 86,309 83,331

Cat.12 販売した製品の廃棄（※11） — 18,566 15,749 6,422 5,241

Cat.13 リース資産（下流）（※12） — 222 219 5,587 4,473

Cat.14 フランチャイズ — 0 0 0 0

Cat.15 投資 — 0 0 0 0

合計 — 404,714 356,538 480,983 415,299

取水源別水使用量（単位：m3）
水道水 120,215 148,857 154,283 161,912 160,884

地下水 20,363 19,943 21,438 21,895 22,001

工業用水 0 0 0 0 0

合計 140,578 168,800 175,721 183,807 182,885

産業廃棄物排出量
総排出量（単位：t） 19,940 21,244 20,947 21,372 16,204

売上原単位（単位：t/百万円） 0.032 0.034 0.034 0.034 0.030

再資源化量（単位：ｔ）
市場から回収し処理をした製品の総量　 14,424 13,777 14,109 14,840 12,015

再資源化量（※13） 14,394 13,773 14,108 14,839 12,015

再資源化率（単位:%）（※14） 99.79 99.97 99.99 99.99 99.99 

社会 2016 2017 2018 2019 2020
従業員構成（グループ）（単位:名）
男性 14,681 14,502 14,202 13,890 13,385
女性 3,206 3,150 3,078 3,110 3,159
合計 17,887 17,652 17,280 17,000 16,544
管理職構成（グループ）（単位:名）
男性 3,303 3,228 3,131 3,037 2,898
女性 80 85 92 97 106
合計 3,383 3,313 3,223 3,134 3,004
有給休暇取得率（単位:%） — 60.7 68.3 74.5 64.5
育児・介護休業取得者（グループ）（単位:名）
育児 134 140 202 144 143
介護 10 7 9 4 9
育児・介護休業取得者の復職率（グループ）（単位:%）
育児 — 98.7 97.1 82.4 95.6
介護 — 100.0 87.5 75.0 100.0
定年退職者数/再雇用従事者数（グループ）（単位:名）
定年退職 279 288 290 316 304
再雇用 199 189 175 163 192
平均年齢（グループ）（単位:歳） — 44.3 44.6 44.7 44.8
平均勤続年数（グループ）（単位:年） — 18.7 18.9 19.6 19.6
障がい者雇用（単体）（単位:名）
雇用者数 157 150 151 150 142
雇用率（単位:%） 2.16 2.10 2.15 2.19 2.15

ガバナンス 2016 2017 2018 2019 2020
取締役数（単位:名） 
社内男性 8 8 5 4 4
社内女性 0 0 0 0 0
社内合計 8 8 5 4 4
社外男性 2 2 2 2 2
社外女性 0 0 0 0 0
社外合計 2 2 2 2 2
総計 10 10 7 6 6
監査役数（単位:名）
社内男性 2 2 2 2 2
社内女性 0 0 0 0 0
社内合計 2 2 2 2 2
社外男性 3 3 3 3 3
社外女性 0 0 0 0 0
社外合計 3 3 3 3 3
総計 5 5 5 5 5
役員の平均年齢（単位:歳）（※15,16） 62.9 63.9 62.6 63.4 62.3
取締役会・監査役会開催回数
取締役会開催回数 16 17 15 16 18
監査役会開催回数 16 18 18 20 17
執行役員数（単位:名） 28 23 23 23 23

ESGデータ注記
※1:  製品素材重量および製品起因の廃棄物素材重量に素材/加工別原単位を乗じて算出
※2:  購入した資本財の区分ごとの合計金額に区分別原単位を乗じて算出
※3:  各拠点での燃料／電力使用量をそれぞれ合計し、燃料採掘から燃焼／発電までの原単位を

乗じて算出
※4:  サプライヤーから自社生産拠点までの物流は、平均輸送距離、輸送重量を求め、輸送の原単

位を乗じて算出。生産拠点から顧客までの物流は、物流実績に輸送の原単位を乗じて算出
※5:  各拠点での材質ごとの廃棄物量を合計し、材質別廃棄処理の原単位を乗じて算出
※6:  交通手段ごとの支給総額に、交通手段ごとの原単位を乗じる。宿泊に関しては、支給総額を

平均宿泊数に換算し、宿泊の原単位を乗じて加算する
※7:  交通手段ごとの支給総額に、交通手段ごとの原単位を乗じる。自家用車通勤の場合は、通勤

に伴う総走行距離を燃料使用量に換算後、燃料燃焼の原単位を乗じて加算する
※8:  賃借している建物、車両が該当するが、いずれもスコープ1、2に含まれている
※9:  地域ごとに平均輸送距離と製品輸送重量を求め、輸送の原単位を乗じて算出

※10:  製品ごとに生涯使用電力量を求め、平均電力原単位を乗じて算出
※11:  販売した製品を素材別に分類し、素材重量ごとに廃棄処理の原単位を乗じて算出
※12:  賃貸した製品ごとに年間使用電力量を求め、平均電力原単位を乗じて算出
※13:  市場から回収し処理をした製品の総量から単純焼却、埋立処理された量を除いた総重量
※14:  再資源化量÷市場から回収し処理をした製品の総量
※15:  取締役および監査役の平均　
※16:  各年12月31日時点

財務・ESGデータ・会社情報
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会社情報
2020年12月31日現在

本社
〒108-8011 東京都港区港南2-16-6

設立
1968年2月1日

資本金
73,303百万円

発行済株式総数
131,079,972株

上場証券取引所
東京証券取引所市場第一部（証券コード:8060）

株主構成

株価・出来高

株主数
11,254名

事業内容
キヤノン製品ならびに関連ソリューションの国内
マーケティング

従業員数
連結16,544名
単独 4,908名

主な事業所
本社、港南事業所、幕張事業所、支店（札幌、仙台、
名古屋、大阪、広島、福岡）

キヤノンMJ投資家情報ウェブサイト
キヤノンMJは、株主の皆さまとのコミュニケーションをより一層深

めていくために総合的な投資家情報をウェブサイトに掲載していま

す。主な掲載項目は以下の通りです。

・IRニュース　・IRカレンダー

・業績などの財務データ

・2021-2025長期経営構想および2021-2023中期経営計画

・株式情報　・統合報告書

canon.jp/8060-ir

大株主

株主名 持株数(千株) 持株比率(%)
キヤノン株式会社 75,708 58.4%
キヤノンマーケティングジャパングループ社員持株会 5,860 4.5 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,754 3.7 
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,669 2.1 
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505001 1,517 1.2 
SMBC日興証券株式会社 1,347 1.0 
キヤノンマーケティングジャパン取引先持株会 1,219 0.9 
ザ バンク オブ ニユーヨーク トリーテイー ジヤスデツク アカウント 1,192 0.9 
株式会社みずほ銀行 1,001 0.8 
株式会社日本カストディ銀行（信託口9） 997 0.8 
※当社は、自己株式1,412,822株（発行済株式総数の1.1%）を所有しています。
※持株比率は、発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しています。
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キヤノンマーケティングジャパングループ
2021年3月31日現在

キヤノングループにおける位置付け

セグメント 会社名 主な事業

エンタープライズ

キヤノンITソリューションズ株式会社
SIおよびコンサルティング、ITサービス、各種ソフトウエア
の開発、販売

スーパーストリーム株式会社
経営基盤ソリューション（会計・人事給与「SuperStream-
NX」の企画、開発、販売

クオリサイトテクノロジーズ株式会社
Javaに特化したシステム開発、データセンター運営、維持
と付帯するサービス

Canon Software America, Inc.
グループ企業向けの各種ビジネスアプリケーションソフ
トウエアの開発

佳能信息系統（上海）有限公司
中国国内企業（グループ企業・日系企業・欧米系企業・
中系企業）向けコンサルティング およびSI開発と各種
ソリューションの導入 

Canon IT Solutions (Thailand) Co., Ltd. タイ、ベトナムのグループ企業の事業統括

Material Automation (Thailand) Co., Ltd.
ITハードウエアからソフトウエアに関わる提案、販売、
サービスの提供

ASAHI-M.A.T. Co., Ltd. タイ国内におけるCAD/CAM/CAEの販売、サポート

MAT Vietnam Company Limited
ベトナム国内におけるITハードウエアからソフトウエアに
関わる提案、販売、サービスの提供

エリア

キヤノンシステムアンドサポート株式会社
キヤノン製品および他社製ITソリューションなどのコンサ
ルティング、販売、サポート、保守サービス

エーアンドエー株式会社
3D CADソフトウエア「Vectorworks」の日本語ローカラ
イズを含む国内独占販売および関連ソフトウエアの
企画、開発、販売

プロフェッ
ショナル

プロダクション
プリンティング

キヤノンプロダクションプリンティング
システムズ株式会社

プロダクション印刷機器および消耗品の販売、保守サー
ビスの提供、ワークフローシステム等の開発、提供、印刷
サービスの提供等

ヘルスケア キヤノンITSメディカル株式会社
医療ヘルスケア分野向けITソリューションの提供、システム
開発、ネットワーク構築、ハードウエア販売

BPOサービス
キヤノンビズアテンダ株式会社

コンサルティング、事業支援BPO、バックオフィスBPO、
オフィスサポートアウトソーシング、 コンタクトセンター
アウトソーシング、人材派遣等、各種サービス

キヤノンビジネスサポート株式会社
キヤノンMJグループのオフィスサービス、BPO関連サー
ビス

サービス&サポート キヤノンカスタマーサポート株式会社
キヤノン製品を中心としたお問い合わせ窓口業務、サービ
スセンター業務、フォトカルチャー支援業務

連結子会社は16社です。

その他の国内法人 

58.9%
外国法人等

12.2%

個人その他

13.1%

自己株式

1.1%
金融機関

12.7%
証券会社

2.0%

財務・ESGデータ・会社情報

キヤノン製品の
研究・開発・生産

Canon
Australia

Canon
U.S.A.

Canon
Europe Canon

Asia
Marketing

Canon
Inc.

日本において、キヤノン製品・サービスの提
供を担当するとともに、独自にITソリュー
ションを提供しています。

Canon Marketing Japan

Canon
Marketing

Japan
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